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はじめに
近年,特許出願件数は減少する傾向にある｡山田 (2010)によると,特許出願件数の減少は,
企業による研究開発活動の停滞を一見呈しているようにみえるが,研究開発費自体の推移を見る
と,2000年代においても増加傾向にあるとしている｡したがって,山田 (2010)にも指摘されて
いるように,このような企業の特許出願戦略について,複数の発明を1特許出願に集約させると
いった量から質への転換を示しているといった1つの可能性が考えられる｡
では,このような企業の特許出願戦略の転換は,知的財産部門等に届出がなされた発明のう
ち,出願されなかった発明の件数を増加させているのであろうか｡『知的財産活動調査』による
と,平成19年度において,237,371件の届出がなされた発明のうち,73,659件 (31%)が出願さ
れなかった｡一方,平成20年度において,289,844件の届出がなされた発明のうち,96,240件
(33%)が出願されなかった｡
この事実だけを見ると,出願されなかった発明が若干増加しているように見え,企業の特許出
願戦略に変化が生じているように見える｡しかし,様々な要因の影響を受けてこのような数字に
なっているかもしれない｡
本稿では,知財部門等へ届出がなされた発明のうち,出願されなかった発明に注目し,(1)出
願人属性や産業特性の観点から企業の特許出願戦略にどのような要因が影響を及ぼしているの
か,そして (2)企業の特許出願戦略における経年変化にどのような要因が影響を及ぼしている
のかを考察することを目的とする｡このような研究は,企業の特許出願戦略の変化がどのような
要因によるものなのかといった原因の特定化,ひいては特許制度の経済的評価を考察する際の手
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助けとなると考えられる｡本稿の構成は以下の通りである｡第1節では,特許性向に関連する既
存研究を概観する｡第2節では,理論モデルより5つの仮説を導出する｡第3節では,記述統計
を概観する｡第4節では,導出された5つの仮説を特許庁 『知的財産活動調査』を主に利用して
検証する｡第5節では主要な結果を結論としてまとめる｡
1.既存研究
本稿の研究内容は特許性向と非常に密接に関連する｡なぜなら,知財部門に届出がなされた発
明件数に対して出願しなかった件数の比率は特許性向の裏返しであるからである｡そして,特許
性向について,Levinetal.(1987),Cohenetal.(2000),後藤 ･永田 (1997)では,発明の保護手
段として特許化の有効性が弱いといった事実が指摘されている｡特に,特許制度による保護方法
については発明の開示が漏洩につながるといった問題点が彼らによって指摘されている2｡
Horstmannetal.(1985)は,特許性向の決定要因について,シグナリング問題の観点から理論
分析を行っている｡この研究によれば,特許化の有無に応じたフォロワーの利得をリーダー企業
が私的情報として握っており,この私的情報がリーダーの特許化の有無行動に応じてフォロワー
に漏洩するため,自社にとって有用な発明でも必ずしもすべて特許化されるものではないことを
明らかにしている3｡すなわち,リーダーが特許化という手段で新製品の保護を図ることは
｢フォロワーが損失を被る｣といったシグナルをフォロワーに伝えることになり,リーダーが秘
匿化という手段で新製品の保護を図ることは ｢フォロワーが利益を獲得する｣といったシグナル
をフォロワーに伝えることになる｡よって,このようなシグナルがフォロワーに伝わることを前
提にしてリーダーは特許化する発明を選別するとしている｡
ArundelandKabla(1998)は,欧州の大企業 (604社)のデータを利用して産業別特許性向がど
うなっているのか,そして特許性向の決定要因がどんなものなのかを統計分析している論文であ
る｡記述統計分析から以下のように (1)から (5)までについて知見を得ている｡
(1)産業別に見ると,医薬品 (pharmaceuticals),化学 (chemicals),機械 (machinary)において特
許性向が高い｡他方,繊維 (textiles,clothing),卑金属 (basicmetals(ironandsteel))では,特
許性向が低い｡
(2)イノベーション種別及び産業別特許性向を見ると,プロダクトイノベーションについて,医
薬 品 (phm ace血cals)で は79.2%,化学 (che血cals)で は57.3%,機械 (machin∬y)で は
52.4% となっている｡他方,繊維 (textiles,clothing)では8.10/0,卑金属 (basic metals(iron
and steel))では14.6% となっている｡プロセスイノベーションについて見ると,精密機械
(precision instruments)では46.80/0,医薬品 (pharmaceuticals)では45.60/0,金属製品 (fabri-
catedmetalproducts)では39.4% となっており,繊維 (textiles,clothing)では8.10/0,その他輸
送機械 (othertransport)では10.9%,運輸 ･通信サービス (transportandtelecom services)で
は12.4% となっている｡
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(3)プロダクトイノベーションとプロセスイノベーションとの間で特許性向が異なる｡プロダク
トイノベーションについては35.9%のイノベーションが特許化される｡他方,プロセスイ
ノベーションについては24.8%である｡したがって,一般的な傾向として,プロダクトイ
ノベーションの方がプロセスイノベーションよりも相対的に多 く特許化される｡この結果は
プロセスイノベーションについては秘匿化によるノウハウ化が保護として効果的であること
を示している｡つまり,プロセスに拘わる発明の場合,特許による保護方法であれば,競合
他社は特許制度による技術公開でその内容を知ることが可能となることに加えて,プロセス
に拘わる当該発明を模倣したとしてもなかなかその侵害事実を発見することが難しい｡した
がって,プロセスイノベーションについては特許化が避けられていると考えられる｡
(4)しかし,どの産業でも (3)の傾向が成立するわけではない｡プロセスイノベーションがプ
ロダクトイノベーションよりも高い特許性向を示す産業は,鉱業 (血ning),繊維 (textiles,
clothing),卑金属 (basicmetals(ironandsteel)),石油精製 (petroleum refining),金属製品 (fab-
ricatedmetalproducts)となっている｡
(5)特許性向は従業員規模に応じて上昇する (ただし,十分規模が大きいとその後の規模の増加に対し
て特許性向は低下する)｡
プロダクトイノベーションまたはプロセスイノベーションの特許性向を被説明変数とした計量
分析によって以下のような結果を彼らは得ている｡
(1)被説明変数と企業規模との間に統計的に有意な正の相関が見られる｡つまり,企業規模に応
じて特許性向は増加する｡
(2)発明を保護する手段として特許化が重要であると考えている企業ほど,特許性向が高い｡
(3)被説明変数と競争の程度との間に統計的に有意な正の相関が見らゴ1る｡つまり,企業が直面
する競争の程度が高いほど特許価値が高くなるため,相対的に模倣するコストが低下する｡
よって,模倣を阻止するため特許性向が高くなる｡
(4)被説明変数と企業のR&D集約度との間に統計的に有意な関係が見られなかった｡つまり,
R&D集約度が異なってもそれほど特許価値の差異につながっていないことを示唆する｡
(5)プロダクトイノベーションの特許性向を被説明変数とした場合とプロセスイノベーションの
特許性向を被説明変数とした場合とで産業ダミー変数の統計的有意性が異なり,前者の統計
的有意性の方が高い｡つまり,プロダクトイノベーションについては産業差異といったもの
が存在するが,プロセスイノベーションについては産業差異といったものが存在しない｡
(6)結論として,産業特性の他に,(1)企業規模,(2)模倣を防ぐ手段としての特許化の (当該
企業にとっての)重要性,(3)模倣を防ぐ手段としての秘匿化の (当該企業にとっての)重要性
といった企業特性が特許性向に影響を及ぼすとしている｡
Zaby(2010)によれば,Horstmannetal.(1985)とは異なる理論モデルのフレームワークで,
特許化による技術漏洩について分析を行っている｡Zaゎy(2010)は技術先行性に着目し,技術先
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行性が高い企業では特許化による情報開示によって,せっかくの技術先行性が弱まってしまうと
いうデメリットが強く認識されるため,特許性向が低いといった結果を兄いだしている｡また,
リバースエンジニアリングの容易さで測定した技術複雑度が低ければ,イノベーションを生成し
た初期時点の技術先行優位性がすぐに弱くなるので,技術先行性が低い場合と同じ結果になると
している｡つまり,特許性向が高い｡
しかし,同じような要素について別の議論をしている研究もある｡たとえば特許庁 (2006)で
は,技術複雑度が高ければ,たとえリバースエンジニアリングがなされても他社に漏洩しにくい
とし,特許性向が高いとしている｡
Brouwerandlqeinknecht(1999)は,ArundelandKabla(1998)が分析した大企業中心のサン
プルデータとは異なり,零細企業や中小企業も含む企業規模全階級のオランダ企業の特許性向と
(1)共同研究開発,(2)企業規模,(3)産業特性との間にどのような関係にあるのかを実証的に
検証している｡彼らによれば特許保護手段をどのように捉えているのか (重要性につき5段階評
価)について血¶ndelandKabla(1998)の結果と整合的な結果を得ている｡たとえば,化学,医
薬品,機械,事務用機器,電気機械,精密機械では特許性向が平均値より高く,自動車,ゴム,
プラスチックでは平均値より低いとしている｡また,プロセスイノベーションはプロダクトイノ
ベーションよりも特許化されにくいとした結果も得ている｡
また,彼らは,(1)少なくとも1件以上の特許出願をなしている企業の比率,(2)EPOへ特
許出願している企業の特許出願件数のいずれかを被説明変数として分析しているが,そのうち前
者を特許性向として統計分析を行っている｡分析結果によれば,第1に,技術機会が多い産業か
どうかの産業ダミーと特許性向との間に統計的に有意な正の相関を兄いだしている｡ したがっ
て,技術機会が多い産業に属する企業の方が高い特許性向であるといった結果を得ている｡第2
に,共同研究開発性向と特許性向との間にも統計的に有意な正の相関を兄いだしている｡つま
り,共同研究開発に着手する際にはパートナー企業に自社技術を開示することが必要になるた
め,それに対して自社の保有技術を事前に特許化し,保護をしようとしていることを示唆すると
している｡第3に,企業規模 (従業員の対数)と特許性向との間にも統計的に有意な正の相関を兄
いだしている｡これは,大企業ほど高い特許性向であり,｢大企業と比較して,小企業や中規模
企業は市場シェア,マーケテイングネットワーク,ブランドカ,広告集約度などについて相対的
に劣位にある｡この弱点をカバーするため,特許による保護をより訴求する｡｣といった当初の
符号条件とは逆の結果になっている｡つまり,特許化にはなんらかのノウハウが必要でそれが零
細企業や中規模企業で十分でないためにこれらの企業の特許性向は低水準であり,大企業にはそ
れが具備されているため,高い特許性向であるとしている｡
山田 ･石井 (2009)は,Aroraetal.(2008)によって定義されたパテントプレミアムを 『知的財
産活動調査』のデータを用いて推計することで日本の特許制度の経済的な評価を試みようとして
いるものだが,パテントプレミアムを算出する際に特許性向も推計している｡本稿で以下に示す
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ように彼らも ｢出願した件数｣を ｢届出された件数｣で割ることで得られた比率を特許性向に利
用している｡ しかし,この出願割合について,特許性向を示しているものなのか,それとも特許
性向の構成要素である ｢特許価値のあるものの割合｣といった別の指標を示しているものなのか
を各業界に属する個別企業に対してヒアリングをすることで確認をしている｡彼らによれば,
『知的財産活動調査』にある ｢知的財産部門又は知的財産担当者に届出されたもの｣の実体は,
ほとんど特許性要件を備えた発明であり,先ほどの ｢出願した件数｣を ｢届出された件数｣で
割って算出される出願割合は ｢特許価値のあるものの割合｣であることを明らかにしている｡
よって,彼らは特許性向を算出する際に,文科省科学技術政策研究所 (2000)が調査した ｢特許
による専有可能性｣のデータにより調整を行っている｡
ところで,彼らが推計した産業別特許性向を見ると,医薬品工業,総合化学 ･化学繊維業の特
許性向が高く,他方で自動車工業,その他輸送用機械工業の特許性向が低く,また,産業全体の
特許性向の平均値を0.275と算出しており,Aroraetal.(2008)の推計結果と比較して整合的な
結果を得ている｡
Aroraetal.(2008)は,米国製造業の企業が出願した特許について,特許プレミアムを算出す
る際に特許性向を算出している｡彼らは ｢出願された件数/イノベーション数｣を特許性向とし
ているのではなく,同指数を ｢特許性向×イノベーションあたりに保護する特許件数｣と分解し
ている｡そして,彼らは特許性向を1991年から1993年の期間に実施したR&Dプロジェクト
(成果として製品イノベーションを生み出したプロジェクト)ごとに特許出願がなされたかどうかの調査
データを利用して推計及び算出している｡彼らの特許性向の分析では,企業における特許による
保護方法の有効性についての重要度,従業員数の対数 (企業規模),調査データで得られた技術市
場の競合他社数といった3変数を含めて推計をしている｡彼らによれば,調査データで得られた
技術市場の競合他社数を除く変数について統計的有意性を確認 (企業における特許による保護方法の
有効性についての重要度については正,従業員数についても正)したとしている｡
2.仮説
ここでは仮説導出のため,以下のような理論分析を行う｡
今,次のような状況を考える｡市場 (業界)にはイノベーターとフォロワーの2種類の企業が
存在する｡イノベーターとは研究開発プロジェクトでうまく成功をおさめ,新しい発明を成した
企業を指す｡また,イノベーターに生み出された新しい発明について先んじられたという点で他
企業は後発者になるため,先んじられた後発者をフォロワーと呼ぶ｡イノベーターには,発明を
(1)特許化によって保護する方法,(2)秘匿化 (本稿では,特許化しない行動を秘匿化と呼ぶ)に
よって保護する方法が意思決定の選択肢として与えられている｡フォロワーには,イノベーター
によって先んじられた新発明について (1)模倣する,(2)模倣しないといった選択肢が与えら
れている｡もし,フォロワーによって模倣されずイノベーターが新発明を市場投入できた場合,
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イノベーターが得られる利益 (利得)を ｢7rHJとおく｡また,フォロワーによって模倣された場
合でもその後の特許権による差し止め訴訟に勝訴した場合又は先使用権による通常実施権が抗弁
として認められた場合,フォロワーに模倣されなかった場合に得られる利益 (利得)が回復でき
ると考え,イノベーターが得られる利益 (利得)を同様に ｢7rH｣とおく｡しかし,フォロワーに
よって模倣され,その後の特許権に基づく差し止め訴訟に敗訴した場合又は先使用権に基づく抗
弁が認められず敗訴した場合,イノベーターの得られる利益 (利得)が ｢7TL｣まで低下すると仮
定する｡ただし,｢7TH｣と ｢7rL｣には以下のような関係があると考える｡
7rH>7TL,∂7rH/ ∂発明の本源的価値>O,∂7TL/∂発明の本源的価値>0 (1)式
つまり,イノベーターが得られる利益 (利得)は,(1)模倣がなされなかった状況または模倣を
阻止できた状況 (独占市場),(2)模倣を阻止できなかった状況 (非独占市場)といった市場構造に
依存して決定される｡さらに,発明から得られる独占利益 ｢7rHJ及び非独占利益 ｢7rL｣は,発明
の本源的価値に応じて大きくなるといった前提をおく｡
次に,フォロワーの利益 (利得)を考える｡模倣し,特許権に基づく差し止め訴訟においてイ
ノベーターを敗訴させた場合 (フォロワー の勝訴,つまり模倣に成功した場合)にはイノベーターが
得られる利益 (利得)と同等になると考え ｢7rL｣とおく｡また,特許権に基づく差し止め訴訟に
おいてフォロワーが敗訴した場合又はイノベーターによる先使用権の抗弁が認められた場合
(フォロワー の敗訴,つまり模倣に失敗した場合)には0とおく｡
また,模倣を阻止できる確率及び模倣を阻止できない確率を以下のようにおく4｡
模倣を阻止できる確率(p)-模倣を発見できる確率×裁判で勝訴Lenforceできる確率 (2)式
模倣を阻止できない確率-1一模倣を阻止できる確率-1-♪
-1-模倣を発見できる確率×裁判で勝訴Lenforceできる確率
つまり,イノベーターがフォロワーによる模倣を阻止するためにはまずイノベーターがフォロ
ワーの製品をリバースエンジニアリングして,模倣している侵害事実を発見できなければならな
い (観察可能性)｡仮にイノベーターが模倣している侵害事実を発見でき,差止訴訟を提訴したと
しても特許化又は秘匿化による保護が不十分で敗訴し模倣を阻止できないかもしれない5｡した
がって,｢模倣を阻止できる確率｣は ｢模倣を発見できる確率｣に ｢裁判で勝訴Lenforceでき
る確率｣を乗じたものとなる｡
また,特許化や秘匿化には各々のコストがイノベーターにかかるとおき,イノベーターが特許
化による保護といった手段を用いた場合と秘匿化による保護といった手段を用いた場合で模倣コ
ストがフォロワーにもそれぞれかかるとおく (各々を ｢特許化コスト｣,｢秘匿化コス ト｣,｢特許
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化の場合の模倣コスト｣,｢秘匿化の場合の模倣コスト｣)｡そして,各コス トについて以下のよう
な関係が成立すると仮定する｡
特許化コスト<秘匿化コスト
特許化の場合の模倣コスト<秘匿化の場合の模倣コスト
(3)式は,①日本企業の多くが秘匿化よりも特許化している比率が高いといった事実から特許
化の方が発明の保護手段として容易である可能性が高いこと,(∋ (2)式にあるように本稿では
イノベーターが特許化を選択しようとも秘匿化を選択しようとも模倣を阻止できる確率が等しい
ことになっている｡一般的に日本における先使用権の保護は弱く,秘匿化の方が模倣を阻止でき
る確率が低いと考えられる｡したがって,この確率を両ケースの場合で等しく扱ったため (秘匿
化の場合でも,特許化の場合で模倣を阻止できる確率に十分等しくなるほど訴訟準備や手間暇を
かけると解釈する)にその分イノベーターが負担する秘匿化コストが高くなっていることを意味
する｡
イノベーターが特許化を訴求した場合,公報で発明が公開され,フォロワーに発明内容が漏洩
する｡したがって,秘匿化される場合と比較すると模倣が容易になり,その分模倣コストが安く
なると思われ,(4)式のような前提をおく｡
上記のようにモデルを設定すると,イノベーターとフォロワーの利益 (利得)は図表1の通り
になる｡
図表1のうち,不確実性の部分を期待値で評価し逆戻りすると図表2の通りになる｡
図表 1 イノベータ 及ーびフォロワーの意思決定ダイアグラム
イノベーター の フォロワー の
意思決定 意思決定
模倣する
(イノベーター の利益(利得),-フォロワー の利益(利得))
(TEFl一特許化コスト,一特許化の場合の模倣コスト)
(7TL-特許化コスト,7TL一特許化の場合の模倣コスト)
(TEH一特許化コスト,0)
(7rl一秘匿化コスト,-秘匿化の場合の模倣コスト)
(7rL一秘匿化コスト,7TL-秘匿化の場合の模倣コスり
(7TF{一秘匿化コスト0)
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図表 2 イノベーター及びフォロワーの意思決定ダイアグラム (期待値評価)
イノベーター の
意思決定
フォロワー の
意思決定
(イノベーター の利益 (利得),フォロワーの利益 (利得))
(97rfT+(1-i)7rL一特許化コスト,(1-9)7rL一特許化の場合の模倣コスト)
(nH-特許化コスト,0)
(97Tf(1-9)7EL-秘匿化コスト,(1-9)7TL一秘匿化の場合の模倣コスト)
(7TH一特許化コスト,0)
したがって,フォロワーが模倣する条件は
模倣した場合のフォロワーの利益 (利得)>模倣しなかった場合のフォロワーの利益 (利得)
を満たすときである｡つまり,
イノベーターが特許化した場合 :(1-9)7rL一特許化の場合の模倣コス ト>0
イノベーターが秘匿化した場合 :(1-9)7rL-秘匿化の場合の模倣コス ト>0
となる｡今,｢(1-9)7rL-模倣する開催｣とおくと,
図表3 フォロワーの意思決定
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図表4 (A)の場合
模倣する開催>特許化の場合の模倣コス ト
模倣する開催>秘匿化の場合の模倣コス ト
のとき,フォロワーは模倣する｡つまり,各々のケース (イノベーターが特許化するのか秘匿化する
のか)における模倣コス トが ｢模倣する開催｣を上回るのか (上に位置するのか),下回るのか (下
に位置するのか)で,フォロワーが模倣しないのか模倣するのかが決定される (図表3)｡
意思決定のタイミングは以下の通 りである｡イノベーターが生み出した新発明を特許化するの
か,秘匿化するのかといった意思決定をした後に,イノベーターの意思決定結果を観察 した結果
を踏まえて模倣するのか模倣しないのかといった意思決定をフォロワーは模倣する間借に応 じて
考える｡そうすると,以下のような3つのパターンになる｡
(A)模倣する開催>秘匿化の場合の模倣コス ト>特許化の場合の模倣コス ト (図表4)
イノベーターが新発明を特許化 した場合でも秘匿化した場合でもフォロワーが負担する模
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倣コス トが模倣する開催よりも安 くなるため (模倣する間借より下に位置するため),フォロ
ワーはイノベーターの意思決定結果に拘わらず模倣する (図表4)0
(B)秘匿化の場合の模倣コスト>模倣する開催>特許化の場合の模倣コス ト (図表5)
イノベーターが新発明を特許化した場合,フォロワーが負担する模倣コス トが模倣する開
催よりも安くなる (模倣する開催より下に位置する)｡そのため,イノベーターが特許化の意思
決定結果に対してフォロワーは模倣する (図表5)｡一方,イノベーターが新発明を秘匿化し
た場合,フォロワーが負担する模倣コス トが模倣する開催よりも依然として高い (模倣する
開催より上に位置する)｡そのため,イノベーターが秘匿化の意思決定結果に対 してフォロ
ワーは模倣しない (図表5)｡
(C)秘匿化の場合の模倣コスト>特許化の場合の模倣コス ト>模倣する開催 (図表6)
イノベーターが新発明を特許化した場合でも秘匿化した場合でもフォロワーが負担する模
倣コス トが模倣する開催よりも高くなるため (模倣する開催より上に位置するため),フォロ
ワーはイノベーターの意思決定結果に拘わらず模倣しない (図表6)0
また,(1)～(4)式より,各ケースにおけるイノベーターの利益 (利得)の大小関係,フォロ
ワーの利益 (利得)の大小関係は以下のようになる｡
イノベーターの利益 (利得)の大小関係 :
7rH一特許化コス ト>7rH-秘匿化コスト>p7rH+(119)7rL-特許化コス ト>97rH+(1-9)7rL一秘
匿化コスト ((1)･(2ト (3)式より)
フォロワーの利益 (利得)の大小関係 :
(1-9)7TL-特許化の場合の模倣コス ト> (1-♪)7lL-秘匿化の場合の模倣コス ト>0((1)･
(2)･(4)式より) (5)式
図表6 (C)の場合
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したがって,(A)～ (C)の場合において,イノベーターの望ましい意思決定そ してフォロ
ワーの望ましい意思決定は以下の通 りになる｡
(A)の場合 : (イノベーター意思決定,フォロワーの意思決定)- (特許化,模倣する)
(B)の場合 : (イノベーター意思決定,フォロワーの意思決定) - (秘匿化,模倣しない)
(C)の場合 : (イノベーター意思決定,フォロワーの意思決定)- (特許化,模倣しない)
さて,本理論モデルを利用すると以下の仮説が導出可能である6｡
仮説 1(発明の本源的価値に関する仮説)
｢潜の桑伴ziL 居 であiとすると′二蒼顔L好さ禿る愛野の本腰影癖潜カう看(77ざるlfと 金賞i/L-
ぱ産業の#p-許倉庫ばいっそん産TL,その彦上昇 i-るo｣
｢潜の条件が-ノ者であるとすると′磨草 で登弟ノ好きカi愛好の本虜静粛盾がよク点て 7TjFるば
とijtA君f/i-経度者のj筑許鮒 ばいっ/L･ん密TL,その顔i斉 するo｣
このような仮説が成立する理由は以下の通 りである｡模倣する開催が十分に低い場合を考えて
みる ((C)の場合)｡発明の本源的価値が上昇すると ｢模倣する開催｣を構成する ｢7rL｣が上昇す
る｡このプロセスの中で,模倣の開催が秘匿化の場合の模倣コス トより下回るが特許化の場合の
模倣コス トより上回る場合がある ((B)の場合)｡この場合,｢秘匿化の場合の模倣 コス ト｣が
｢特許化の場合の模倣コス ト｣より高いため,模倣された くないイノベーターは秘匿化を選好す
る｡ しかし,この水準よりも ｢模倣の閥値｣がさらに高 くなってしまい ｢秘匿化の場合の模倣コ
ス ト｣を超えた場合,イノベーターの行動とは無関係にフォロワーは模倣することになる ((A)
の場合)｡その場合,イノベーターは特許化を選好する｡
仮説 2(発∴明特性に関する仮説)
｢潜の条件ziLlをであるとすると,_登弟L好き禿る愛好がプL7セJXに静める屠度カモ大きいjtA君i
/i-嫁豪君Ifと;?tEi=p-許倉庫が好いo｣
｢潜の桑伴が二者であiどすiと,磨草 で登須磨ざれi愛好がプUセJ,Kに#カi屠度が よクノ大.
きい盆者f/i-嫁産着ばと 好評曹府がよク産TすioJ
｢潜の条件が一.宕7;あるとすると,一着ノ野zi瀞 である1tJA者f/i-ぱ屋貰 Ifとこ好ノ許#ノ呼が好
い､-｣
｢潜の桑#が-ノ者であるとすると,磨草 で蒼雛 GゞEク彦潜 に7ま･るitA者f/I/貨産業■ぱとこ揮ノ許産
府がよク密TiLるo｣
厳密な証明は補論を参考されたい｡以下では簡単な解釈を加える｡
発明がプロセスに拘わる性質をより強 く帯びるほど,フォロワーが新発明の内容をもし知って
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しまえば,イノベーターの ｢模倣を発見できない確率｣もしくは ｢模倣を阻止できない確率｣が
高くなる｡そのため,フォロワーにとって模倣したときの利益 (利得)が高 くなる (｢(1-9)7rL｣
が上昇)｡このような場合,新発明の内容がフォロワーに漏洩 しない手段である秘匿化をイノ
ベーターが選択し,フォロワーが負担する模倣コス トを高い状況を作 り出し,フォロワーに模倣
をさせない状況の方がイノベーターにとって望ましい｡つまり,イノベーターの秘匿化といった
意思決定によって,フォロワーによる模倣といった選択肢を困難にさせることが実際に起きるの
である ((B)の場合)｡
同じ議論が発明の複雑性についても可能である｡発明が複雑であるほど,フォロワーが新発明
の内容をもし知ってしまえば,イノベーターの ｢模倣を発見できない確率｣もしくは ｢模倣を阻
止できない確率｣が高 くなる｡そのため,フォロワーにとって模倣 したときの利益 (利得)が高
くなる (｢(1-9)7rL｣が上昇)｡このような場合,新発明の内容がフォロワーに漏洩 しない手段で
ある秘匿化をイノベーターが選択し,フォロワーが負担する模倣コス トを高い状況を作 り出し,
フォロワーに模倣をさせない状況の方がイノベーターにとって望ましい｡つまり,発明のプロセ
ス関連度と同様な状況が実際に起きるのである ((B)の場合)｡
仮説 3(グローバル化に関する仮説)
｢潜の桑#ziLl者であるよすiと,分署店身zirグp-ノrjb,蒼LTいijtJA二者i/i-ぱ産芳Ifと;符
p-af肋 i好いo｣
｢潜の桑#が-ノ者であiとすると,磨草 で倉署膚身がよクグO-パル推i-る公署f/=経度署If
とこJク符′許鰍 i密Tするo｣
第 1に,企業活動がグローバル化するほど,理論モデル中の ｢模倣する開催 (- (1-A)7rL)｣
が高くなる｡その理由は以下の通 りである｡
企業活動がグローバル化するほど,理論モデル中のフォロワーの定義の範囲に,国内の日本企
業に加えて,輸出先国または直接投資先国における現地の外国企業も含まれる｡そのような状況
下で同質の新発明が与えられているとき,当該新発明を新製品として日本国内のみで展開する
ケースよりもグローバルに展開できるため,その分,発明の本源的価値が高 くな りやすい
(｢7rH｣や ｢7rL｣が大きくなりやすい)oつまり,発明の本源的価値仮説により,｢模倣する開催 (- (1
-9)7rL)｣が高くなる｡
第2に,企業活動がグローバル化するほど,｢模倣を阻止する確率 (b)｣が小さくなる｡企業
活動のグローバル化により,現地の海外企業の製品動向や技術動向を常に監視することが可能に
なるとはいえ (つまり,見方を変えれば ｢模倣を発見できる確率｣が上昇すると捉えることも可能であ
る),国内の日本企業 (または国内市場)と現地の海外企業 (または現地市場)との間の物理的距離は
遠い｡そのため,どうしても現地の海外企業による模倣及び侵害の発見が遅れる (｢模倣を発見で
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きる確率｣が小さくなるため,｢模倣を阻止する確率 (♪)｣が小さくなる)｡また,アジアなどでは,知的
財産制度の保護が十分ではない可能性が高いため,｢裁判で勝訴Lenforceできる確率｣が低下
する｡ したがって,｢模倣を阻止する確率 (p)｣が小さくなり,｢模倣を阻止できない確率 (1-
♪)｣が高くなりやすい｡
第 3に,企業活動がグローバル化するほど,特許化の場合の模倣コス トと秘匿化の場合の模倣
コス トの差分が大きなものとなる (模倣コストの差分-秘匿化の場合の模倣コストー 特許化の場合の模倣
コスト)｡先述のように,国内の日本企業 (または国内市場)と現地の海外企業 (または現地市場)と
の間の物理的距離は遠い｡このような状況下では,現地の海外企業にとってみれば,日本企業に
よる発明または技術の吸収 ･模倣経路が特許イヒによる発明の公開,つまり公報といったものによ
り集約化 ･特定化されてしまう｡そのため,特許化の場合の模倣コス トと比較して,秘匿化の場
合の模倣コス トが非常に高いものとなる｡ したがって,模倣コス トの差分が非常に大きくなり,
(B)の場合が起きやす くなる｡ したがって,企業は秘匿化を選好することになる｡つまり,国
内展開のみの企業と比較すると,グローバル化企業はその発明の利益 (利得)の大きさ,物理的
距離及び知的財産制度の不十分さからくる模倣を阻止するLにくさにより,海外における現地企
業によって模倣されやすい｡そして,海外の現地企業からすると,特許制度による発明の公開と
いった限られた手段からしか,模倣しようとする発明の情報を吸収できない｡このような場合,
日本企業はわざわざ特許化をしないのである｡
仮説4(技術的競争ポジションに関する仮説)
｢金 賞の榊 多感釦 ,'1リーダーで穿jgWii灘 拘野〆こ発行 LTいi顔塚 を孝ii;o(1) そのE
存度の腰勿カミ 何者潜# (フォ Uク )ーのJIBUWH'4Bb を戯 ヂ紺 符にあi鋤 であ東成 金賞 (イ
ノベータ )ーの犀,許曹bz巧者fi o Lzf〕L, (2)その屠f'L7=Gの虜亦zf滑 署潜を ｢フォ U ワ-)のRJE
収鹿カを戯 Tざらに勧 すilfとこitJA業■の符′許鰍 i産下i-る o｣
｢リーダーであi_企君の′蒼jW4,-潜幸で よク戯 街野に発行iLiばと; (1)そり発行度が:尿署懲
a (フォ L7ク )ーの穿俊慶カを超ズヂ鍔屠府にあi腰勿 であjz･dl;_倉二者 ｢イノベータ )ーの符′詳密
bz巧者fi o Lzf〕L,(2)その度存度諺洞 者懲# (フォU7-)のLtBUW威力を屠之Tざらによク
腰Iwすilfとこ企君の岸EtJ,-芽胞 iゞ好Tするo｣
当該企業 (イノベーター)の技術的な先行度の増加は2つの保護方法における模倣コス トの上
昇と,模倣コス トの差分の増加をもたらすと考えられる｡ しかし,(1)の場合 と (2)の場合に
おいてもたらされる効果がそれぞれ異なると考える｡つまり,(1)の場合のように,フォロワー
が簡単にキャッチアップできる程度に当該企業が技術的に先行している程度であれば,いずれ模
倣される場合に備えて特許化を選択することが望ましい｡しかし,(2)の場合のように,フォロ
ワーが技術的にキャッチアップすることが相当困難な程度に当該企業が技術的に先行しているの
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であれば,特許化による発明の公開はフォロワーのキャッチアップする能力 (つまり,吸収能力)
を高めることになる｡イノベーターはわざわざそのようなキャッチアップする契機を与えること
につながる特許化を選択しないと考えられる｡
厳密に議論すると以下の通りである｡(1)の場合,フォロワーに吸収能力が十分にあるため,
発明の技術的な先行度の増加は模倣コストの大きな増加をそれほどもたらすわけではない｡ま
た,特許化の場合の模倣コスト及び秘匿化の場合の模倣コストの差である,模倣コストの差分も
それほど大きなものではない (図表7)｡ したがって,まず最初に考えられるのが,発明の技術的
な先行度の僅かな増加がフォロワーが模倣する開催を上回る水準の模倣コストの高さまでに成長
せず,イノベーターの意思決定に拘わらずフォロワーにとって模倣することが望ましいといった
ケースである (図表8)｡このようなケースでは,(5)式より特許化することがイノベーターに
とって望ましい｡またたとえ,発明の技術的な先行度の増加がフォロワーが模倣する開催を上回
図表7 (1)の場合
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図表9 (1)の場合においてフォロワーが模倣しない場合
る水準の模倣コストの高さまでに成長し,イノベーターの意思決定に拘わらずフォロワーが模倣
することを断念したとしても (図表9),先のケースと同様に (5)式より特許化することがイノ
ベーターにとって望ましい｡
ところが,フォロワーの吸収能力以上にイノベーターの発明の技術先行度がさらに高くなる
と,特許化の場合の模倣コス トはそれほど上昇しないが (公報が技術漏洩の契機になるため),他
方,秘匿化の場合の模倣コストが非常に高くなると考えられる｡そのため,両ケースにおける模
倣コス トの差分･が広がり始め,特許化の場合にはフォロワーが模倣し,秘匿化の場合にはフォロ
ワーは模倣しないといった状況になりやすい ((B)の場合)｡つまり,この場合には,イノベー
ターにとって,秘匿化が望ましいものとなる7｡
仮説5(企業規模に関する仮説)
｢潜の桑伴が｢居であiとすi;ど,企業紗 ミ大きい企業Ifと;･好評鮒 ば虐~いo｣
｢@の桑#が-.者であiとすiと,磨草で企業者超-jd沫 き(fgilfとこ蹄 #府は高まio｣
企業規模と特許性向との関係について様々な研究が存在するが,企業規模には3つの効果が存
在すると考えられる8｡
第 1に特許出願に経験やスキルを必要とする場合,企業規模が大きい (または企業内の知財部門
の規模が大きい)ほど,そのような経験やスキルが数多く蓄積されていると考えられる｡よって,
企業規模と ｢特許化コス ト｣との間に反比例の関係が考えられ,｢特許化コスト｣が低下すると
考えられる｡
第2に,補完的資産の規模の大きさ及びその優位性により,同質の発明が与えられている下で
は,大企業における発明の本源的価値が高くなる (発明の本源的価値に関する仮説 (仮説1))0
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第3に,AnlndelandKabla(1998)やScherer(1965)に指摘されているように,大企業におい
て同業他社の模倣 ･侵害を発見すること及びエンフォースメントが容易である (なお,Scherer
(1965)は企業の研究開発投資に対してどれだけの特許出願がなされているのかといった出願比率を特許性向
の指標として利用している)｡したがって,模倣を阻止できる確率が高くなり (少が高くなり,(1-♪)
が小さくなり),｢模倣する開催｣が低下する｡その分,フォロワーによる模倣しない領域が増加
するため,イノベーターは特許化を選好する (図表10)｡つまり,企業規模が大きくなるほど特
許性向が高くなると考えられる｡
しかし,企業規模が大きいほど,生み出される発明が一般的に技術的に先行していることが多
い｡したがって,技術的競争ポジションに関する仮説により,(1)その先行度が,同業他社
(フォロワー )の吸収能力を超えず範囲内にある増加であれば,企業 (イノベーター )の特許性向が
高まる｡ しかし,(2)その先行度が同業他社 (フォロワー)の吸収能力を超えてさらに増加する
ほど,企業の特許性向が低下するといった逆の仮説も考えられる｡また,いくつかの研究の中で
は,中小企業では,特許制度によった保護手段のみでしか発明の保護が期待できないため,こjl
らの企業では特許性向が高いといった指摘もされている (ArundelandKabla(1998))｡
3.記述統計9
以下では,記述統計を概観する｡
図表11は平成19年度から3年間について非特許性向 (-出願しなかった件数/知財部門に届出さ
れた発明の件数)の経年変化を示したものである｡ 全体的な傾向として,日本において非特許性向
が毎年微増しており,日本企業の出願戦略が僅かながら変化 していることが確認できる (図表
ll)｡
図表12は非特許性向を産業別にどのような水準にあるのかを見たものである｡医薬品製造業
や総合化学 ･化学繊維製造業において非特許性向の水準が低 く (特許性向が非常に高く),逆に自動
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図表 11 非特許性向の経年変化
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図表 12 非特許性向の産業別分布 (平成21年度)
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出所 : 『知 的 財産 活 動 調査』
車製造業や電子部品 ･デバイス ･電子回路製造業などで非特許性向が高い水準にある｡ LeVin et
al.(1987),Cohenetal.(2000),後藤 ･永田 (1997)で議論されているように専有可能性手段とし
て特許が重要である産業では非特許性向が低く,逆に特許が重要ではない産業で非特許性向が高
いことを確認できる｡
図表 13は同一産業内でどの企業の非特許性向も一様の水準にあるのかをみたものである｡ こ
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図表 13 産業別非特許性向の最大値 ･最小値 (平成21年度)
業 種 サンプル数 平均値 最大値 最小値
農林水産業 2 50% 100% 0%
不動産業 .物品賃貸業 5 36% 100% 0%
自動車製造業 80 32% 80% 0%
運輸業 .郵便業 4 28% 109% 0%
印刷 .同関連業 9 27% 67% 0%
電子部品 ,デバイス .電子回路製造業 98 26% 100% 0%
映像 .音声 .文字情報制作業 2 25% 50% 0%
その他の教育 .学習支援業 3 25% 75% 0%
情報サービス業 60 25% loo‰ 0%
通信業 ll 24% 69% 0%
ゴム製品製造業 30 24% 80% 0%
電子応用 .電気計測器製造業 48 24% 92% 0%
放送業 3 23% 50% 0%
分類不能の産業 ll 23% 100% 0%
業務用機械器具製造業 79 23% 90% 0%
窯業 .土石製品製造業 53 23% 100% 0%
その他の輸送用機械製造業 48 21% 82% 0%
その他の電気機械器具製造業 149 21% 100% 0%
学校教育 114 21% 81% 0%
情報通信機械器具製造業 47 21% 94% 0%
生産用機械器具製造業 163 20% 100% 0%
個人 70 20% 100% 0%
その他のサービス業 33 19% 100% 0%
はん用機械器具製造業 42 18% 78% 0%
金融 .保険業 12 17% 100% 0%
全体 2397 17% 100% 0%
建設業 94 17% 98% 0%
金属製品製造業 128 17% 92% 0%
飲料 .たばこ.飼料製造業 8 17% 100% 0%
専門サービス業 39 16% 100% 0%
卸売業 66 16% 100% 0%
非鉄金属製造業 49 14% 82% 0%
食料品製造業 88 14% 100% 0%
プラスチック製品製造業 98 13% 100% 0%
パルプ .紙 .紙加工品製造業 18 13% 63% 0%
その他の製造業 165 13% 100% 0%
その他の化学工業 102 13% 100% 0%
繊維工業 29 13% 97% 0%
技術移転機関 (TLO) 9 12% 67% 0%
公務 (他に分類されるものを除く) 29 11% 97% 0%
鉄鋼業 25 10% 50% 0%
公的研究機関 (独立行政法人含む) 39 8% 38% 0%
その他の学術 一開発研究機関 27 8% 29% 0%
油脂 .塗料製造業 19 7% 67% 0%
鉱業 .採石業 .砂利採取業 2 7% 13% 0%
小売業 16 6% 100% 0%
総合化学 .化学繊維製造業 72 6% 100% 0%
電気 .ガス .熱供給 .水道業 14 3% 14% 0%
インターネット附随サービス業 2 3% 6% 0%
医薬品製造業 67 3% 50% 0%
石油製品 .石炭製品製造業 15 1% 18% 0%
出所:『知的財産活動調査』
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れを見ると,産業別に非特許性向が異なるだけではなく,同一産業内で企業別に非特許性向が大
きく異なることが明らかである｡
4.分析
本稿では,第2節で導出された仮説を検証するため,①産業別分析,②企業別分析を行う｡仮
説を検証するため,利用するデータは特許庁 『知的財産活動調査 (平成19年度～平成21年度)』,
日本経済新聞社 『日経NEEDS』,東洋経済新報社 『海外進出企業総覧』,文部科学省科学技術政
策研究所 『全国イノベーション調査』,財団法人知的財産研究所 『IPパテントデータベース』,
EPO『EPO World PatentStatisticalDatabase(PATSTAT)Apri12010』 (図表 14-図表 17)であ
る10｡
(1) 産業別分析
<被説明変数>
特許庁 『知的財産活動調査』には,企業内で ｢発明 ･考案 (特許･実用新案相当)されたものの
うち,知的財産部門又は知的財産担当者に届出された件数｣及び ｢知的財産部門又は知的財産担
当者に届出された発明 ･考案の件数のうち,出願しなかった件数｣といった調査項目が存在す
る｡本稿では,産業別に集計された同 ｢出願しなかった件数｣を同 ｢発明 ･考案 (特許･実用新案
相当)されたもののうち,知的財産部門又は知的財産担当者に届出された件数｣で除したものを
非特許性向として利用した｡
<説明変数>
■産業別研究開発集約度
研究開発集約度が高いほど,生み出される発明の新規性が高くなる｡また,このように研究開
発集約度が高い産業では,ブレークスルー型発明が生まれやすい｡ArundelandKabla(1998)に
よればこのようなプロセスで生み出された発明はより権利範囲の広い特許取得が可能となるの
で,発明の価値が高いとしている｡また,仮説1より,非線型の関係が考えられるため,本変数
については2乗項を含めて推計する｡なお,AmndelandKabla(1998)及びBrouwerandKeink-
necht(1999)において,特許性向とR&D集約度との間に有意な関係を兄いだしていない｡
■産業別平均請求項数
Jaffeetal.(2000)によれば,請求項数が多い特許ほど,発明者は当該特許の発明を科学的なら
びに経済的に重要だと認識していることを統計的に示している｡当然,発明が科学的及び経済的
に重要であることは発明の本源的価値が高いことを意味する｡ したがって,本変数は発明の本源
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的価値を示すものであり,期待される符号は仮説1よりクロスセクション分析で正 ･負,パネル
分析で正 ･負の両方が考えられる｡仮説 1より,非線型の関係が考えられるため,本変数につい
ては2乗項を含めて推計する｡
■プロセスイノベーション関連度
仮説2より,生み出される発明が製品ではなく,製造や販売のプロセスに関係するものである
ほど,産業の特許性向が低下する｡ したがって,生み出されたイノベーションのうち,プロセス
イノベーションである産業別比率を利用した1｡また,いま1つの指標として,イノベーション
を実現した企業のうち,プロセスイノベーションを実現した企業の比率を利用した｡プロセスイ
ノベーション比率が高ければ,生み出される発明が製造や販売のプロセスにより関係すると考え
られる｡仮説2より予想される符号は,正である｡
■発明の複雑度
仮説2より,生み出される発明が複雑であるほど,産業の特許性向が低下する｡発明の複雑度
を示す指標として審査期間の産業別平均値を利用した12｡これらの指標が増加するほど,生み出
された発明が産業平均として複雑であると考えられる13｡仮説2より,期待される符号は正であ
る｡
『グローバル化度
仮説3より,グローバル化している産業ほど,産業の特許性向は低下する｡産業別グローバル
化度を示す指標として,(1)輸出売上高比率,(2)海外売上高比率,(3)海外現地法人数 (対数
値),(4)アジア現地法人数 (対数値)を利用した14｡これら (1)ないし (4)の指標が大きくな
るほど,グローバル化が進展していると考えられる｡また,(4)については,先述のように,ア
ジアなどでは,知的財産権制度による保護が十分ではないため,アジアにそれ程展開 ･進出して
いない企業と比較すると,アジアに進出している企業ほど模倣品被害で大きな損害を被る可能性
が高い｡しかも海外の現地企業にとって,日本企業が生み出した発明に関する情報源は唯一公報
に限られる｡このような情報源をわざわざ提供するような特許化を選択するより,非特許化を日
本企業は選好する｡ 仮説3より,期待される符号は正である｡
<コントロール変数>
クロスセクション分析の場合,共同研究開発性向 (-非単独出願件数/ (非単独出願件数+単独出願
件数)),発明の保護手段としての特許化の重要性,市場競争度,技術競争度の効果をコントロー
ルするためにこれらの変数を含めて推計 した｡Hussinger(2006),Ba汀OS(2008)や特許庁
(2006)によれば,共同研究開発ではパートナー企業と秘密保持契約を締結することが多く,罪
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特許性向が高くなると考えられるし,または共同研究開発にて生み出された成果はできる限り特
許化することを義務づけている契約も多い｡AnlndelandKabla(1998)やAroraetal.(2008)
は,発明の保護手段としての特許化の重要性が企業の特許性向に影響を及ぼしているとしてい
る｡また,市場構造や技術市場構造も産業別特許性向に少なからず影響を及ぼしていると考える
(ArundelandKabla(1998))O
パネル分析の場合,共同研究開発性向,年の効果をコントロールするためにこれらの変数を含
めて推計した｡これらも産業別特許性向に少なからず影響を及ぼしていると考える｡ したがっ
て,このような効果を制御するため,各分析においてコントロール変数として含めて推計を行っ
た｡
(2) 企業別分析
<被説明変数>
特許庁 『知的財産活動調査』には,企業内で ｢発明 ･考案 (特許･実用新案相当)されたものの
うち,知的財産部門又は知的財産担当者に届出された件数｣及び ｢知的財産部門又は知的財産担
当者に届出された発明 ･考案の件数のうち,出願しなかった件数｣といった調査項目が存在す
る｡本稿では,企業別に集計された同 ｢出願しなかった件数｣を同 ｢発明 ･考案 (特許･実用新案
相当)されたもののうち,知的財産部門又は知的財産担当者に届出された件数｣で除したものを
非特許性向として利用した｡
<説明変数>
■企業別研究開発集約度
企業の研究開発集約度が高いほど,生み出される発明の新規性が高くなる｡また,このように
研究開発集約度が高い企業では,ブレークスルー型発明が生まれやすい｡Arundeland Kabla
(1998)によればこのようなプロセスで生み出された発明はより権利範囲の広い特許取得が可能
となるので,発明の価値が高くなるとしている｡ しかし,AmndelandKabla(1998)及びBrou-
werand氾einknecht(1999)において,特許性向とR&D集約度との間に有意な関係を兄いだし
ていない｡ただし,仮説1より,非線型の関係が考えられるため,本変数については2乗項を含
めて推計する｡
1企業別平均請求項数
JafEeetal.(2000)によれば,請求項数が多い特許ほど,発明者は当該特許の発明を科学的なら
びに経済的に重要だと認識していることを統計的に示している｡当然,発明が科学的及び経済的
に重要であることは発明の本源的価値が高いことを意味する｡ したがって,本変数は発明の本源
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的価値を示すものであり,期待される符号は仮説1よりクロスセクション分析で正 ･負,パネル
分析で正 ･負の両方が考えられる｡仮説 1より,非線型の関係が考えられるため,本変数につい
ては2乗項を含めて推計する｡
●プロセスイノベーション関連度
仮説2より,生み出される発明が製品ではなく,製造や販売のプロセスに関係するものである
ほど,企業の特許性向が低下する｡ したがって,生み出されたイノベーションのうち,プロセス
イノベーションである企業別比率を利用した｡プロセスイノベーション比率が高ければ,生み出
される発明が製造や販売のプロセスにより関係すると考えられる｡仮説 2より予想される符号
は,正である｡
■発明の複雑度
仮説2より,生み出される発明が複雑であるほど,企業の特許性向が低下する｡発明の複雑度
を示す指標として,企業が生み出した特許化発明の審査請求から設定登録までの特許庁による審
査期間の企業別平均値を利用した｡この指標が増加するほど,生み出された発明が平均的に複雑
であると考えられる15｡仮説2より,期待される符号は正である｡
●グローバル化度
仮説3より,グローバル化している企業ほど,企業の特許性向は低下する｡ 企業別グローバル
化度を示す指標として,(1)企業別輸出売上高比率,(2)企業別海外売上高比率,(3)企業別海
外現地法人数 (対数値),(4)企業別アジア現地法人数 (対数値)を利用 した｡これら (1)～
(4)の指標が大きくなるほど,グローバル化が進展していると考えられる｡また,(4)について
は,先述のように,アジアなどでは,知的財産権制度による保護が十分ではないため,アジアに
あまり展開 ･進出していない企業と比較すると,アジアに進出している企業ほど模倣品被害で大
きな損害を被る可能性が高い｡しかも海外の現地企業にとって,日本企業が生み出した発明に関
する情報源は唯一公報に限られる｡このような情報源をわざわざ提供するような特許化を選択す
るより,非特許化を日本企業は選好する｡仮説3より,期待される符号は正である｡
■発明の技術的先行度
当該企業の平均被引用件数が業界の平均的被引用件数と比較して非常に大きく乗離しているほ
ど,当該企業の技術力は同業他社と比較してより先行していると考えられる｡そして,Zaゎy
(2010)やHorstmannetal.(1985)によると,特許制度を企業が利用するデメリットとして,特許
制度の開示要件が指摘されている｡第2節の仮説4より期待される符号はクロスセクション分析
で正 ･負,パネル分析で正 ･負の両方が考えられる｡被引用件数に大きな差異があると考えられ
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るので,産業別平均被引用件数で基準化した｡
■企業規模
企業規模の変数として従業員数の対数を利用した｡すなわち,従業員数が大きいほど,企業規
模が大きいと考えられる｡仮説5より期待される符号は負である｡既存研究によれば,企業規模
が大きいほど特許性向が高くなるとしている (AmndelandKabla(1998)など)｡また,経験やスキ
ルによる特許化コストと非特許性向との関係を見るために,知財部門の人員数も利用した｡この
場合も仮説 5より期待される符号は負である｡しかし,日本経済新聞 (2007)にあるように,知
財部門の規模に比例して,技術開発に成功すると知財部門の担当者と発明者が徹底的に議論し,
特許化の可否を決めるようになるかもしれない｡その場合,期待される符号は正となるかもしゴ1
ない｡一方で,BrouwerandKleinknecht(1999)にて指摘されているように,中小企業はマーケ
テイング,流通チャネル,ブランドカ,広告による販売促進力が大企業と比べると,相対的に劣
位にありその保護が限られているため,特許制度による保護力に依存しがちである｡その点で考
えても,正の符号が期待できる｡
<コントロール変数>
クロスセクション分析の場合,共同研究開発性向及び産業ダミーを含めて推計した｡Huss-
inger(2006)や特許庁 (2006)によれば,共同研究開発ではパートナー企業と秘密保持契約を締
結することが多く,非特許性向が高くなると考えられるし,または共同研究開発にて生み出され
た成果はできる限り特許化することを義務づけている契約も多い｡
パネル分析の場合,共同研究開発性向をコントロールするために含めて推計した｡これらも企
業別特許性向に少なからず影響を及ぼしていると考える｡ したがって,このような効果を制御す
るため,各分析においてコントロール変数として推計を行った｡
各変数の基本統計量,相関係数については図表14-図表21を参照されたい｡また,クロスセ
クション分析及びパネル分析における符号条件は図表22を参照されたい｡
図
表
14
基
本
統
計
量
(産
業
別
分
析
:
ク
ロ
ス
セ
ク
シ
ョ
ン
分
析
)
変
数
定
義
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
サ
ン
プ
ル
数
平
均
値
標
準
偏
差
最
小
値
蔵
大
侶
非
特
許
性
向
産
業
別
出
願
さ
れ
な
か
っ
た
件
数
/
産
業
別
知
財
部
門
に
届
出
さ
れ
た
発
明
件
数
知
的
財
産
活
動
調
査
20
0.
21
1
0.
13
4
0.
00
42
0.
47
32
研
究
開
発
集
約
度
産
業
別
研
究
費
/
産
業
別
売
上
高
知
的
財
産
活
動
調
査
20
0.
03
4
0.
03
7
0.
00
10
0.
17
28
請
求
項
数
産
業
別
請
求
項
数
/
産
業
別
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
20
7.
07
9
1.
73
7
5.
22
39
12
.6
10
9
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
度
(N
IS
TE
P)
産
業
別
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
企
業
数
/
産
業
別
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
企
業
数
全
国
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
調
査
20
0.
52
5
0.
10
4
0.
40
00
0.
85
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
度
(P
AT
ST
AT
)
産
業
別
プ
ロ
セ
ス
に
拘
わ
る
特
許
出
願
件
数
./
産
業
別
全
特
許
出
願
件
数
PA
TS
TA
T
20
0.
25
0
0.
09
1
0.
12
83
0.
43
19
発
明
の
複
雑
度
設
定
登
録
EI
-
審
査
請
求
日
の
産
業
別
平
均
値
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
20
98
6.
81
2
74
.3
06
85
3.
26
80
11
94
.9
7
輸
出
売
上
高
比
率
産
業
別
輸
出
売
上
高
/
産
業
別
売
上
高
(単
独
決
算
)
日
経
N
EE
D
S
20
0.
22
8
0.
14
0
0.
01
96
0.
50
65
海
外
売
上
高
比
率
産
業
別
海
外
売
上
高
/
産
業
別
売
上
高
(連
結
決
算
)
日
経
N
EE
D
S
20
0.
32
1
0.
13
9
0.
11
13
0.
62
93
海
外
現
地
法
人
数
海
外
に
存
在
す
る
産
業
別
現
地
法
人
数
海
外
進
出
企
業
総
覧
20
28
60
.8
5
31
75
.1
8
25
5
12
15
8
ア
ジ
ア
現
地
法
人
数
ア
ジ
ア
に
存
在
す
る
産
業
別
現
地
法
人
数
(ア
ジ
ア
の
定
義
に
つ
い
て
は
注
14
を
参
照
)
海
外
進
出
企
業
総
覧
20
16
74
.2
18
20
.4
59
13
4
70
40
共
同
研
究
開
発
性
向
産
業
別
非
単
独
出
願
で
あ
る
特
許
出
願
件
数
/
全
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
20
0.
20
9
0.
08
3
0.
09
87
0.
39
96
発
明
の
保
護
手
段
と
し
て
の
特
許
化
の
重
要
性
特
許
に
よ
る
保
護
が
最
も
重
要
な
プ
ロ
ダ
ク
ト
ま
た
は
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
対
し
て
｢中
｣
以
上
の
効
果
が
あ
る
と
回
答
し
た
産
業
別
企
業
数
比
率
全
国
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
調
査
20
0.
-3
00
0.
11
8
0.
02
81
0.
52
80
市
場
集
中
度
産
業
別
売
上
高
ベ
ー
ス
の
H
H
Ⅰ
知
的
財
産
活
動
調
査
20
0.
10
0
0.
05
5
0.
03
70
0.
20
89
技
術
集
中
度
産
業
別
特
許
出
願
件
数
ベ
ー
ス
の
H
H
Ⅰ
知
的
財
産
活
動
調
査
20
0.
11
5
0.
07
7
0.
03
81
0.
28
66
海
外
現
地
法
人
数
(対
数
値
)
産
業
別
海
外
現
地
法
人
数
の
自
然
対
数
海
外
進
出
企
業
総
覧
20
7.
47
2
1.
00
1
5.
54
52
9.
40
58
? ? ??
??
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
図
表
15
基
本
統
計
量
(産
業
別
分
析
:
パ
ネ
ル
分
析
)
変
数
定
義
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
サ
ン
プ
ル
数
平
均
値
標
準
偏
差
最
小
値
最
大
値
非
特
許
性
向
産
業
別
出
願
さ
れ
な
か
っ
た
件
数
/
産
業
別
知
財
部
門
に
届
出
さ
れ
た
発
明
件
数
知
的
財
産
活
動
調
査
80
0.
19
6
0.
18
0
0
1
研
究
開
発
集
約
度
産
業
別
研
究
費
/
産
業
別
売
上
高
知
的
財
産
活
動
調
査
80
0.
03
5
0.
05
3
0.
00
02
0.
36
11
請
求
項
数
産
業
別
請
求
項
数
/
産
業
別
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠ
P
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
80
6.
97
7
1.
72
9
5.
10
03
12
.7
74
2
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
度
(P
A
TY
rA
T
)
産
業
別
プ
ロ
セ
ス
に
拘
わ
る
特
許
出
願
件
数
/
産
業
別
全
特
許
出
願
件
数
PA
T
ST
A
T
80
0.
26
0
0.
08
4
0.
12
64
0.
44
77
発
明
の
複
雑
度
設
定
登
録
日
-
審
査
請
求
日
の
産
業
別
平
均
値
ⅠⅠ
P
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
80
96
4.
17
5
87
.9
07
80
4.
41
80
13
88
.5
輸
出
売
上
高
比
率
産
業
別
輸
出
売
上
高
/
産
業
別
売
上
高
(単
独
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
80
0.
17
8
0.
13
4
0.
00
07
0.
50
65
海
外
売
上
高
比
率
産
業
別
海
外
売
上
高
/
産
業
別
売
上
高
(連
結
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
80
0.
27
8
0.
14
5
0.
03
86
0.
62
93
海
外
現
地
法
人
数
海
外
に
存
在
す
る
産
業
別
現
地
法
人
数
海
外
進
出
企
業
総
覧
80
21
37
.1
27
67
.8
9
54
12
15
8
ア
ジ
ア
現
地
法
人
数
ア
ジ
ア
に
存
在
す
る
産
業
別
現
地
法
人
数
(ア
ジ
ア
の
定
義
に
つ
い
て
は
注
14
を
参
照
)
海
外
進
出
企
業
総
覧
80
12
41
.7
3
15
78
.9
9
15
70
40
共
同
研
究
開
発
性
向
産
業
別
非
単
独
出
願
で
あ
る
特
許
出
願
件
数
/
全
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠ
P
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
80
0.
25
0.
13
0.
09
9
0.
72
1
発
明
の
保
護
手
段
と
し
て
の
特
許
化
の
重
要
性
特
許
に
よ
る
保
護
が
澱
も
重
要
な
プ
ロ
ダ
ク
ト
ま
た
は
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
対
し
て
｢中
｣
以
上
の
効
果
が
あ
る
と
回
答
し
た
産
業
別
企
業
数
比
率
全
国
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
調
査
61
0.
30
0,
12
0.
02
8
0.
52
8
市
場
集
中
度
産
業
別
売
上
高
ベ
ー
ス
の
H
H
Ⅰ
知
的
財
産
活
動
調
査
80
0.
14
0.
14
0.
02
7
0.
80
4
技
術
集
中
度
産
業
別
特
許
出
願
件
数
ベ
ー
ス
の
H
H
Ⅰ
知
的
財
産
活
動
調
査
80
0.
15
0.
14
0.
00
0
0.
64
3
海
外
現
地
法
人
数
(対
数
値
)
産
業
別
海
外
現
地
法
人
数
の
自
然
対
数
海
外
進
出
企
業
総
覧
80
6.
95
1.
29
4.
00
7
9.
40
6
?
?
?
?
?? ? ??? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
図
表
16
基
本
統
計
量
(企
業
別
分
析
:
ク
ロ
ス
セ
ク
シ
ョ
ン
分
析
)
変
数
定
義
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
サ
ン
プ
ル
数
平
均
値
標
準
偏
差
最
小
値
最
大
値
非
特
許
性
向
企
業
別
出
願
さ
れ
な
か
っ
た
件
数
/
企
業
別
知
財
部
門
に
届
出
さ
れ
た
発
明
件
数
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
0.
18
8
0.
23
0
0
1
研
究
開
発
集
約
度
企
業
別
研
究
費
/
企
業
別
売
上
高
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
0.
04
2
0.
06
5
0
0.
83
7
請
求
項
数
企
業
別
請
求
項
数
/
企
業
別
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
61
9
6.
43
4
2.
54
5
1.
83
8
26
.1
90
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
度
(P
AT
ST
AT
)
企
業
別
プ
ロ
セ
ス
に
拘
わ
る
特
許
出
願
件
数
/
企
業
別
全
特
許
出
願
件
数
PA
TS
rA
T
61
9
0.
23
8
0.
15
7
0
0.
89
5
発
明
の
複
雑
度
設
定
登
録
日
-
審
査
請
求
日
の
企
業
別
平
均
値
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
61
9
97
3.
93
8
22
5.
44
3
13
5
33
40
輸
出
売
上
高
比
率
企
業
別
輸
出
売
上
高
/
企
業
別
売
上
高
(単
独
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
23
1
0.
25
3
0.
21
4
0
0.
91
0
海
外
売
上
高
比
率
企
業
別
海
外
売
上
高
/
企
業
別
売
上
高
(連
結
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
37
6
0.
35
1
0.
21
1
0
0.
90
9
海
外
現
地
法
人
数
海
外
に
存
在
す
る
企
業
別
現
地
法
人
数
海
外
進
出
企
業
総
覧
61
9
ll
.6
35
23
.3
30
1
46
3
ア
ジ
ア
現
地
法
人
数
ア
ジ
ア
に
存
在
す
る
企
業
別
現
地
法
人
数
(ア
ジ
ア
の
定
義
に
つ
い
て
は
注
14
を
参
照
)
海
外
進
出
企
業
総
覧
57
8
7.
30
1
12
.1
22
1
21
8
技
術
先
行
度
企
業
別
平
均
被
引
用
件
数
/
所
属
産
業
別
平
均
被
引
用
件
数
ⅠⅠP
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
61
9
0.
90
1
0.
49
1
0
5.
10
7
従
業
員
数
企
業
別
従
業
月
数
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
38
03
.9
58
10
91
3.
58
0
59
16
56
12
従
業
員
数
(対
数
)
(徒
莱
月
数
+
1)
の
自
然
対
数
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
7.
20
6
1.
26
2
4
.0
94
12
.0
17
知
財
部
門
従
業
員
数
企
業
別
知
財
部
門
の
従
業
員
数
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
14
.7
27
40
.3
04
0
42
0
知
財
部
門
従
業
員
数
(対
敬
)
(知
財
部
門
従
業
員
数
+
1)
の
自
然
対
数
知
的
財
産
活
動
調
査
61
9
1.
91
4
1.
09
2
0
6.
04
3
? ? ??
??
? ? ?
?
?
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
図
表
17
基
本
統
計
量
(企
業
別
分
析
:
パ
ネ
ル
分
析
)
変
数
定
義
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
サ
ン
プ
ル
数
平
均
値
標
準
偏
差
蔵
小
値
最
大
値
非
特
許
性
向
企
業
別
出
願
さ
れ
な
か
っ
た
件
数
/
企
業
別
知
財
部
門
に
届
出
さ
れ
た
発
明
件
数
知
的
財
産
活
動
調
査
14
81
0.
19
2
0.
22
5
0
1
研
究
開
発
集
約
度
企
業
別
研
究
費
/
企
業
別
売
上
高
知
的
財
産
活
動
調
査
14
81
0.
04
8
0.
19
7
0
6.
18
9
請
求
項
数
企
業
別
請
求
項
数
/
企
業
別
特
許
出
願
件
数
ⅠⅠ
P
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
14
81
6.
40
6
2.
69
1
1.
83
8
27
.8
21
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
度
(P
A
T
ST
A
T
)
企
業
別
プ
ロ
セ
ス
に
拘
わ
る
特
許
出
願
件
数
/
企
業
別
全
特
許
出
願
件
数
PA
T
ST
A
T
14
81
0.
23
9
0.
15
7
0
0.
84
6
発
明
の
複
雑
度
設
定
登
録
日
-
審
査
請
求
日
の
企
業
別
平
均
値
ⅠⅠ
P
パ
テ
ン
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
14
81
95
6.
76
0
18
7.
35
4
20
5
20
33
輸
出
売
上
高
比
率
企
業
別
輸
出
売
上
高
/
企
業
別
売
上
高
(単
独
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
93
9
0.
24
0
0.
21
3
0.
00
00
6
0.
97
5
海
外
売
上
高
比
率
企
業
別
海
外
売
上
高
/
企
業
別
売
上
高
(連
結
決
算
)
日
経
N
E
E
D
S
14
81
0.
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図表 18 相関係数表
変 数 [1] [2] [3] [4] [5]
[1] 非特許性向 1.00
[2] 研究開発集約度 -0.22 1.00
[3] 請求項数 -0.15 0.78 1.00
[4] プロセスイノベーション関連度 (NISTEP) 0.27 -0.39 -0.39 1.00
[5] プロセスイノベーション関連度 (PATSTAT) -0.15 -0.35 -0.10 0.50 1.00
[6] 発明の複雑度 -0.ll 0.60 0.66 -0.37 -0.24
[7] 輸出売上高比率 0.17 0.18 -0.07 -0.35 -0.38
[8] 海外売上高比率 0.ll 0.26 0.00 -0.41 -0.43
[9] 海外現地法人数 0.35 -0.01 0.01 -0.13 -0.22
[10] アジア現地法人数 0.34 -0.04 -0.01 -0.10 -0.17
[11] 共同研究開発性向 -0.08 0.01 0.14 0.60 0.35
[12] 発明の保護手段としての特許化の重要性 -0.59 0.58 0.41 -0.51 -0.23
[13] 市場集中度 0.01 -0.06 -0.13 0.07 0.18
[14] 技術集中度 0.02 -0.19 -0.07 -0.03 0.12
[15] 海外現地法人数 (対数値) 0.31 0.09 -0.03 -0.13 -0.20
図表 19 相関係数表
変 数 [1] [2] [3] [4] [5]
[吊 非特許性向 1.00
[2] 研究開発集約度 -0.08 1.00
[3] 請求項数 -0.10 0.76 1.00
[4] プロセスイノベーション関連度 (PATSTAT) -0.16 -0.34 -0.08 1.00
[5] 発明の複雑度 0.00 0.56 0.58 -0.15 1.00
[6] 輸出売上高比率 0.32 0.27 -0.07 -0.40 0.06
[7] 海外売上高比率 0.23 0.31 0.00 -0.43 0.10
[8] 海外現地法人数 0.29 0.03 0.03 -0.20 -0.17
[9] アジア現地法人数 0.28 -0.01 0.01 -0.15 -0.19
[10] 共同研究開発性向 -0.19 -0.08 0.15 0.32 0.00
[11] 発明の保護手段としての特許化の重要性 -0.47 0.60 0,38 -0.20 0.26
[12] 市場集中度 -0.03 -0.06 -0.08 0.05 0.13
[13] 技術集中度 0.07 -0.17 -0.03 0.17 0.24
[14] 海外現地法人数 (対数値) 0.30 0.13 -0.03 -0.17 -0.18
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(産業別分析 :クロスセクション分析)
[6] [7] [8] [9] [10] [11] [12] [13] [14] [15] [16]
1.00
-0.10 1.00
-0.05 0.92 1.00
-0.18 0.38 0.56 1.00
-0.20 0.34 0.52 1.00 1.00
0.16 -0.56 -0.43 -0.05 -0.03 1.00
0.21 0.33 0.33 -0.07 -0.09 -0.36 1.00
0.12 0.13 0.15 -0.06 -0.06 -0.18 0.13 1.00
0.25 0.06 -0.09 -0.42 -0.43 -0.29 0.08 0.58 1.00
-0.35 0.51 0.64 0.90 0.90 -0.15 0.06 -0.16 -0.57 1.00
(産業別分析 :パネル分析)
[6] [7] [8] [9] [10~] [11] [12] [13] [14] [15]
1.00
0.91 1.00
0.38 0.57 1.00
0.34 0.53 1.00 1.00
-0.56 -0.39 -0.08 -0.06 1.00
0.34 0.31 -0.05 -0.06 -0.38 1.00
0.13 0.14 -0.09 -0.10 -0.18 0.10 1.00
-0.01 -0.15 -0.40 -0.41 -0.26 -0.03 0.53 1.00
0.50 0.65 0.90 0.89 -0.14 0.08 -0.20 -0.55 1.00
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図表20 相関係数表
変 数 [1] [2] [3] [4] [5]
[1] 非特許性向 1.00
[2] 研究開発集約度 -0.02 1.00
[3] 請求項数 -0.24 0.49 1.00
[4] プロセスイノベーション関連度 (PAm AT) -0.23 -0.ll 0.14 1.00
[5] 発明の複雑度 -0.07 0.01 0.16 0.02 1.00
[6] 輸出売上高比率 0.13 0.32 0.12 0.01 -0.05
[7] 海外売上高比率 0.15 0.37 0.17 -0.04 -0.07
[8] 海外現地法人数 0.06 0.29 0.16 -0.06 0.05
[9] アジア現地法人数 0.04 0.18 0.10 -0.02 0.07
[10] 技術先行度 -0.05 0.ll 0.25 0.22 0.22
[11] 従業員数 0.07 0.08 0.09 -0.05 0.05
[12] 従業員数 (対数) 0.20 0.20 0.16 -0.04 0.05
[13] 知財部門従業員数 0.03 0.19 0.20 -0.02 0.06
[14] 知財部門従業員数 (対数) 0.ll 0.40 0.31 0.02 0.06
図表21 相関係数表
変 数 [1] [2] [3] [4] [5]
[1] 非特許性向 1.00
[2] 研究開発集約度 0.06 1.00
[3] 請求項数 -0.20 0.08 1.00
[4] プロセスイノベーション関連度 (PATSTAT) -0.20 -0.06 0.19 1.00
[5] 発明の複雑度 -0.03 0.07 0.16 0.12 1.00
[6] 輸出売上高比率 0.ll 0.06 0.ll 0.00 -0.04
[7] 海外売上高比率 0.13 0.10 0.14 -0.06 -0.05
[8] 海外現地法人数 0.01 0.13 0.16 -0.04 -0.03
[9] アジア現地法人数 0.00 0.07 0.10 -0.01 -0.04
[10] 技術先行度 -0.09 0.02 0.20 0.16 0.19
[11] 従業員数 0.05 0.04 0.12 -0.07 0.04
[12] 従業員数 (対数) 0.17 0.10 0.19 -0.08 0.06
[13] 知財部門従業員数 0.02 0.08 0.22 -0.03 0.07
[14] 知財部門従業員数 (対数) 0.10 0.15 0.31 -0.01 0.09
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(企業別分析 :クロスセクション分析)
[6] [7] [8] [9] [10] [11] [12] [13] [14] [15]
1.00
0.90 1.00
0.21 0.34 1.00
0.15 0.27 0.93 1.00
0.17 0.15 0.12 0.09 1.00
0.10 0.13 0.48 0.47 0.10 1.00
0.17 0.21 0.62 0.56 0.09 0.67 1.00
0.17 0.18 0.53 0.51 0.14 0.89 0.63 1.00
0.33 0.38 0.65 0.56 0.18 0.57 0.78 0.70 1.00
-0.26 -0.29 -0.03 0.01 0.18 -0.02 0.00 -0.06 -0.ll 1.00
(企業別分析 :パネル分析)
[6] [7] [8] [9] [10] [11] [12] [13] [14] [15]
1.00
0.90 1.00
0.15 0.27 1.00
0.10 0.20 0.95 1.00
0.07 0.06 0.00 0.00 1.00
0.10 0.12 0.42 0.40 0.05 1.00
0.15 0.21 0.54 0.47 0.02 0.66 1.00
0.19 0.19 0.46 0.40 0.07 0.79 0.60 1.00
0.29 0.33 0.51 0.41 0.08 0.56 0.78 0.70 1.00
-0.24 -0.26 0.01 0.04 0.13 -0.03 -0.02 -0.07 -0.07 1.00
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(3) 推計結果
図表23-図表25が最小 2乗法で推計した推計結果である｡図表23は産業別分析で,(1)式
～ (6)式においてクロスセクション分析,(7)式～ (9)式においてパネル分析の推計結果を示
した｡主な結果は以下の通りである｡
①仮説 1の発明の本源的価値について棄却されたと考えられる｡クロスセクション分析の推計結
果の (1)式～ (5)式において,産業別発明の本源的価値を示す指標である研究開発集約度
((1)式 ･(5)式)及び請求項数 ((2)式～ (4)式)の係数は統計的に有意ではない｡しかし,こ
れら2指標は指標として横断的に比較しても発明の真の本源的価値を比較したものにならない
と考える｡なぜなら,研究開発集約度や請求項数は産業別に異なるのは当然であり,それが本
当に産業別に生み出される発明の本源的価値の差に由来しているものなのかどうかが本推計で
は識別できないからである｡
また,パネル分析の推計結果もクロスセクション分析とほとんど同様の結果であった｡した
がって,発明の本源的価値と非特許性向との間に統計的な関係を確認できなかった｡
(彰仮説2の発明特性に関する仮説について一部採択された｡つまり,プロセスに関連する発明を
より多く生み出す産業ほど,そして,産業内において経年でよりプロセスイノベ一一ションを生
み出すほど特許性向が低いまたは低下することが明らかとなった ((2)式～ (4)式のプロセスイ
ノベーション関連度 (NISTEP)及び (7)式～ (9)式のプロセスイノベーション関連度 (PATSTAT))16｡
また,発明の複雑度の観点から考えた,発明特性に関する仮説についても支持された｡
(彰仮説3のグローバル化に関する仮説について一部支持された｡つまり,グローバル化が進展し
ている企業とそうでない企業との間に特許性向が異なる事実が発見された ((2)式 (海外売上高
比率),(3)式 (海外現地法人数)及び (4)式 (アジア現地法人数)の各変数)｡ただし,産業内でより
グローバル化が進展すれば特許性向が低下するといった事実を発見することはできなかった｡
輸出といった観点からの企業のグローバル化度 (輸出売上高比率)の係数は統計的に非有意,そ
して直接投資といった観点からの企業のグローバル化度 (海外売上高比率,海外現地法人数,アジ
ア現地法人数)の係数は統計的に有意であるといった事実は,非常に特許化しにくいノウハウ
のような技術を獲得するためには積極的に海外に進出して獲得に努めなければならないといっ
た,逆の因果関係 (非特許性向が高い企業ほど,企業のグローバル化が進展する関係)の存在をほのめ
かす結果となっている｡ したがって,内生性の問題を含んでいる可能性が高い｡
④コントロール変数を見ると,(2)式～ (4)式において,共同研究開発性向が負で統計的に有
意,(7)式～ (9)式において,正で統計的に有意であった｡つまり,共同研究開発を数多 く
実施している産業では特許性向が高いが,現在の水準よりさらに共同研究開発を実施すること
が特許性向の上昇に直結するといった事実を探し出すことはできなかった｡また,発明の保護
手段としての特許化の重要性については負で統計的に有意であった ((1)式～ (6)式)｡すなわ
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図表 23 産業別分析の推計結果
小 (2) (3)
クロスセク クロスセク クロスセク
シヨン分析 シヨン分析 シヨン分析
非特許性向 非特許性向 非特許性向
研究開発集約度 (2乗項) -10.824
[21.712]
研究開発集約度 2.755
[3.638]
請求項数 (2乗項) -0.347 -0.44
[0.485] [0.406]
請求項数 1.622 1.899
[1.912] [1.601]
プロセスイノベーション関連度 (NⅠSTEP) 0.534 0.994** 1.057***
[0.429] [0.394] [0.330]
プロセスイノベーション関連度 (PATWAT)
発明の複雑度 0 0.001 0.001**
[0.001] [0.001] [0.000]
輸出売上高比率 0.224
[0.240]
海外売上高比率 0.357*
[0.181]
海外現地法人数 (対数値) 0.066***
[0.021]
アジア現地法人数 (対数値)
共同研究開発性向 -0.671 -1.145** -1.293***
[0.669] [0.428] [0.361]
発明の保護手段としての特許化の重要性 -0.936** -0.835*** -0.738***
[0.310] [0.257] [0.214]
市場集中度 -0.067 -0.37 -0.259
[0.542] [0.485] [0.403]
特許集中度
平成 19年度ダミー
平成 20年度ダミー
平成 21年度ダミー
定数項 -0.119 -2.342 -3.451
[0.645] [2.286] [1.954]
サンプル数 20 20 20
修正済決定係数 0.38 0.521 0.663
括弧内は標準誤差
*は10%,**は5%,***は1%有意水準
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(クロスセクション分析 り†ネル分析)
(4) (5) (6) (7) (8) (9)
クロスセクション分析 クロスセクション分析 クロスセクション分析 パネル分析 パネル分析 パネル分析
非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向
-25.727 -5.788 -6.017
[21.475] [4.142] [3.918]
4.672 5.512*** 5.259***
[3.534] [1.701] [1.769]
-0.348 -0.385 2.105*
[0.433] [0.559] [1.092]
1.57 1.716 -9.737**
[1.708] [2.226] [4.052]
1.039**
[0.351]
-0.362 -0.446 2.807*** 2.717*** 2.878***
[0.354] [0.373] [0.928] [0.896] [0.928]
0.001* 0 0 0.000** 0 0.000**
[0.001] [0.000] [0.001] [0.000] [0.000] [0.000]
-0.437 0.729
[1.017] [0.861]
0.917
[1.517]
0.032 0.037
[0.030] [0.029]
0.063**
[0.023]
-1.326*** 0.1 -0.268 1.610** 1.629** 1.514**
[0.386] [0.610] [0.421] [0.707] [0.690] [0.716]
-0.739*** -0.917*** -0.943***
[0.228] [0.295] [0.266]
-0.209 0.495 0.472 0.454** 0.408** 0.484**
[0.429] [0.486] [0.505] [0.210] [0.170] [0.214]
-0.18 -0.655*** -0.22
[0.280] [0.227] [0.280]
0 0 0
[0.000] [0.000] [0.000]
0.046* 0.088*** 0.027
[0.025] [0.024] [0.033]
0.033 0.101*** -0.004
[0.036] [0.035] [0.055]
-3.026 -0.009 -1.572 -1.513*** 9.498** -1.836***
[2.061] [0.641] [2.403] [0.331] [3.774] [0.459]
20 20 20 80 80 80
0.617 0.427 0.423 0.54 0.576 0.542
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図表24 企業別分析の推計結果 (クロスセクション分析)
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向
研 究 開発 集 約 度(2乗項) 0.01 -0.065[0.534] [0.048]
研究開発集約度 0.379 0.158
[0.326] [0.112]
請求項数 (2乗項) -0.063 0.019 0.032 -0.012 -0.021 -0.019
[0.046] [0.063] [0.063] [0.032] lo.032] [0.032]
請求項数 0.152 -0.228 -0_275 -0.009 0.019 0.005
[0.170] [0.229] [0.230] [0.116] [0.115] [0.114]
プ ロセスイノベーシ ョン比率(PATSTAT) -0.111 -0.112 -0.03 -0.023 -0.038 -0.009 -0.011[0.07] [0.074] [0.116] [0.116] [0.046] [0.047] [0.047]
発明の技禰=複雑度 0 0 0 0 0 0 0 0
[0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0.000]
輸出売上高比率 -0.046
[0.076]
海外売上高比率 -0.011
[0.072]
海外現地法人数 -0.001*
[0.000]
アジア現地法人数 -0.001
[0.001]
技術先行度 -0.019 -0.012 0.019 0.019 0.014* 0.018** 0.016*
[0.019] [0.019] [0.031] [0.031] [0.008] [0.008] [0.008]
従業員数 (対数) 0ー028*** 0.034*** 0.02 0_012** 0.014***
[0.008] [0.009] [0.013] [0.005] [0.005]
知財部門従業員数(対数) 0.024* 0.029*** 0,029***[ 1] [.007] [.007]
共同研究開発性向 -0.034 -0.028 0.005 -0.002 -0.033 -0.027 -0.016 -0.018
[0.034] [0.036] [0.061〕 [0.060] [0.021] [0.021] [0.021] [0.021]
定数項 0.02 -0.086 0.596** 0.499** 0.015 0.052 0.115 0.116
[0.091] [0.173] [0.230] [0.242] [0.243] [0.263] [0.261] [0.261]
産業ダミー YES YES YES YES YES Ⅵ三S YES YES
サンプル数 619 578 293 293 1264 1264 1264 1264
括弧内は標準誤差
*は10%,**は 5%,***は 1%有意水準
ち,特許を保護手段として重視している産業では特許性向が高い水準にあることを示してい
る｡この結果は,jhndelandKabla(1998)及びAroraetal.(2008)の分析結果と整合的であ
る｡また,市場集中度が正で統計的に有意であった ((7)式～ (9)式)｡同一産業内における市
場競争の激北が企業の特許化行動に拍車をかける方向性で影響を及ぼすことを示している｡
図表24及び図表25は企業別分析で,(1)式～ (8)式はクロスセクション分析,(9)式～
(15)式はパネル分析の推計結果である｡主な結果は以下の通りである｡
①企業別分析についてはさきほどの産業別分析と比較して,推計モデルのあてはまりが悪いと考
えられる｡たとえば,産業別分析と比較すると修正済み決定係数が低いだけではなく,各変数
の係数のほとんどにおいて統計的に有意性が低い｡
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図表25 企業別分析の推計結果 (パネル分析)
(9) (10) =い (12) (13) (14) (15)
非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向 非特許性向
研究開発集約度 (2乗項) 0.002 0.002 0.018 -0.003 -0.003[0.018] [0.018] [0.078] [0.02] [0.02]
研究開発集約度 -0.011 -0.01 -0.075 0.025 0.025
[0.100] [0.100] [0.318] [0.032] [0.032]
請求項数 (2乗項) 0.095 0.045
[0.101] [0.074]
請求項数 -0.157 0.037
[0.369] [0.271]
プロセスイノベーション比率 (PATSTAT) 0.085 0.098 0.083 0.117 -0.009[0.165] [0.165] [0.165] [0.196] [0.142]
発明の技術複雑度 0 0 0 0 0 0 0
[0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0.000] [0,000] [0.000]
輸出売上高比率 0.083
[0.178]
海外売上高比率 0.291** 0.298** 0.253**
[0.120] [0.119] [0.120]
海外現地法人数 0.012** 0.011*
[0.006] [0.006]
アジア現地法人数 0.014*
[0.008]
技術先行度 -0.004 -0.004 -0.004 -0.015 0.006 0.002 0.002
[0.010] [0.010] [0.009] [0.013] [0.008] [0.008] [0.008]
従業員数 (対数) 0.005 0.023 -0.001 -0.001
[0.012] [0.016] [0.011] [0.011]
知財部門従業員数 (対敬) 0.027 0.025 0.018[0.019] [0.019] [0.019]
共同研究開発性向 0.024 0.025 0.019 0.067 0.016 0.014 0.014
[0.039] [0.039] [0.039] [0.048] [0.031] [0.033] [0.033]
定数項 0.055 0.028 0.01 -0.029 -0.144 0.076 0.041
[0.105] [0.074] [0.346] [0.138] [0.268] [0.105] [0.075]
サンプル数 1481 1481 1481 1056 2155 1982 1982
企莱数 707 707 707 516 993 964 964
修正済決定係数 -0.914 -0.909 -0.893 -0.961 -0.841 -0.933 -0.931
括弧内は標準誤差
*は10%,**は5%,***は1%有意水準
(彰仮説1の発明の本源的価値仮説について,クロスセクション分析及びパネル分析ともに研究開
発集約度または請求項数と非特許性向との間に統計的に有意な関係を確認できなかった｡つま
り,企業の研究開発集約度や請求項数の平均値と非特許性向との間には明確な関係がないこと
を示唆する｡
③仮説2の発明特性に関する仮説を支持する推計結果を得られなかった｡すなわち,発明特性と
いうのは企業別でそれほど異なるものではなく,産業別に大きく異なり,それが各産業に属し
ている企業の非特許性向または産業の非特許性向に大きな影響を及ぼしていることが明らかと
なった｡
(彰仮説3のグローバル化に関する仮説について支持が得られた｡すなわち,パネル分析の推計結
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果により現在の水準からさらにグローバル化が進展する企業ほど,非特許性向が高い,すなわ
ち特許性向が低いといった事実を確認することができた (図表25の (12)式を除く全ての推計式に
おいて)｡他方,クロスセクション分析ではグローバル化に関する仮説を検証するための各変
数の係数について,統計的有意性が見られなかった｡パネル分析において,輸出といった観点
からの企業のグローバル化度 (輸出売上高比率)の係数は統計的に非有意,そして直接投資と
いった観点からの企業のグローバル化度 (海外売上高比率,海外現地法人数,アジア現地法人数)の
係数は統計的に有意であるといった事実は,非常に特許化しにくいノウハウのような技術を獲
得するためには積極的に海外に進出して獲得に努めなければならないといった,逆の因果関係
(非特許性向が高い企業ほど,企業のグロー バル化が進展する関係)の存在をほのめかす結果となって
いる｡ したがって,内生性の問題を含んでいる可能性が高い｡
(9仮説4については支持が得られなかった｡
⑥仮説5について,クロスセクション分析では,多くの推計式において,従業員数または知財部
門従業員数の係数が正で統計的な有意性を確認できた｡つまり,大企業ほど特許性向が低く,
中小企業ほど特許性向が高いことを示す｡これは既存研究と逆の結果となった｡この理由とし
て,多くの既存研究では大企業中心のサンプルで推計しているため,大企業階級内でさらに大
きな企業ほど特許性向が高いのに対し,本稿では中小企業のデータサンプルも含まれているた
め,このサンプル構成の差が推計結果として表れたと考えられる (図表26)17｡他方,パネル分
析では統計的な有意性がどの推計式でも確認できなかった｡つまり,現在の水準から規模を拡
大したとしてもそれがすぐに非特許性向の増加または特許性向の増加につながるわけではない
ことが明らかとなった｡
図表26 企業規模別知的財産活動調査サンプル数
中小企業 大企業
平成 19年度調査 3,345 2,476
平成 20年度調査 1,496 1,767
平成 21年度調査 1,624 2,039
5.結論
本稿では,知財部門等-届出された発明のうち,出願されなかった発明に注目し,出願人属性
や産業特性の観点から企業の出願戦略にどのような要因が影響を及ぼしているのか,そして企業
の出願戦略における経年変化にどのような要因が影響を及ぼしているのかを考察してきた｡主要
な結論は以下の通りである｡
①理論分析によj引ぎ,企業の非特許性向 (または特許性向)と (1)企業が生み出す発明の本源的
価値,(2)企業が生み出す発明の特性,(3)企業のグローバル化進展度,(4)企業が位置する
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技術的競争ポジション,(5)企業規模との間にある一定の関係が存在することを明らかにし
た｡
②特許庁 『知的財産活動調査』を主に利用して,理論分析で導出した仮説を検証した｡それによ
ると,第1に,非特許性向 (または特許性向)の水準は産業によって大きく異なる｡さらに,産
業によって大きく異なるだけではなく,企業によってもその水準は異なることを明らかにし
た｡しかし,産業別計量分析と企業別計量分析を比較すると,前者のモデルの方がより説明力
が高かった｡すなわち,企業の出願戦略は企業特性よりむしろ企業が操業する産業内の要因に
大きな影響を受けている可能性が高いことを示唆する｡第3に,生み出す発明の特性,グロー
バル化進展度,及び規模については,(1)生み出す発明がプロセスに拘わる発明または複雑で
ある発明を生み出す産業であるほど,非特許性向が高い水準にある,(2)(a)グローバル化が
進展している産業ほど非特許性向が高い水準にある,(b)過去の水準よりグローバル化が進
展している企業ほど,非特許性向もより高くなる,(3)大企業ほど非特許性向が高い水準にあ
る,といった一貫した関係性を計量分析によって兄いだした｡
ただし,本研究では産業特性と企業特性のどちらが企業の出願戦略に大きな影響を及ぼしてい
るのかを厳密に分析したのではないため (特に寄与率),その可能性を指摘しているのにとどまっ
ている｡また,主なデータソースとして利用している,特許庁 『知的財産活動調査』に回答して
いる大企業の多くは多角化企業であるという事実,さらに企業の出願戦略 (非特許性向と特許性
向)が産業要因による影響を大きく受ける可能性が高いといった事実から,本研究では,説明す
る側の要因と説明される側の要因との間に厳密な対応関係を構築し,分析を行えたわけではな
い｡したがって,もし厳密な分析を実施するためには技術分野別分析または専業化している企業
サンプルのみで同様の分析を実施しなければならない｡したがって,本稿の結論については暫定
的な要素を多く含んでいることを最後に指摘しておく｡
6.補論
仮説2(発明特性に関する仮説)の証明
今,｢模倣コスト差分-秘匿化の場合の模倣コスト 特ー許化の場合の模倣コスト｣とおく｡模
倣を発見できる確率を,他社 (イノベーター またはフォロワー )を問わず同業他社が市場投入した製
品をリバースエンジニアリングすることによって利用している発明を特定化できる確率としてみ
ることが可能である｡よって,フォロワーがイノベーターの製品をリバースエンジニアリングし
て発明を特定化できる確率は,イノベーターがフォロワーの模倣を発見できる確率と等しいとす
る｡このとき,以下の式が成立すると考えられる｡
秘匿化の場合の模倣コスト-/(模倣を発見できる確率)-模倣コスト差分-/(模倣を発見で
きる確率),∂模倣コスト差分/∂模倣を発見できる確率<o
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つまり,フォロワーの模倣コストは,イノベーターが特許化を選ぼうが,秘匿化を選ぼうが後
で述べる技術的複雑度に依存する｡ しかし,イノベーターが特許化を選択した場合,フォロワー
はリバースエンジニアリングだけにとどまらず公報からもイノベーターの発明を特定化できる｡
他方で,イノベーターが秘匿化を選択した場合,フォロワーはイノベーターの製品のリバースエ
ンジニアリングからのみしかイノベーターの発明を特定化できない｡したがって,秘匿化の場合
の模倣コストのみが,フォロワーがイノベーターの製品をリバースエンジニアリングして発明を
特定化できる確率 (つまり,模倣を発見できる確率)に依存すると考え,その差分 (模倣コスト差分)
も模倣を発見できる確率に依存すると考える｡そして,模倣を発見できる確率が高くなるほど,
イノベーターが秘匿化を選択した場合にかかるフォロワーの模倣コス トが小さくなり,イノベー
ターが特許化を選択した場合にかかるフォロワーの模倣コス トに近づくと予想され,模倣コスト
差分は小さくなると考えらブ1る｡
そのように考えると,発明がプロセスに拘わる程度が大きいもの (発明のプロセスイノベーショ
ン関連度)ほど,以下の式が成立すると考えられる｡
∂模倣を発見できる確率/∂発明のプロセス関連度<0
特許庁 (2006)やAnlndelandKabla(1998)に指摘さゴ1ているように,発明がプロセスに拘わ
る程度が大きいものほど,模倣を発見できる確率が低い｡
したがって,
∂模倣コス ト差分/∂模倣を発見できる確率×∂模倣を発見できる確率/∂発明のプロセス関
連度-∂模倣コスト差分/∂発明のプロセス関連度>0
となる｡また,模倣する開催-(1-9)7lLであるため,pの構成要素である模倣を発見できる
確率が大きくなるほど,模倣する閥値は小さくなる｡ したがって,
∂模倣する開催/∂模倣を発見できる確率<0-∂模倣する間借/∂模倣を発見できる確率×
∂模倣を発見できる確率/∂発明のプロセス関連度-∂模倣する開催/∂発明のプロセス関連
度>o
となる｡
纏めると,発明のプロセス関連度が高まると,模倣する開催も上昇し同時に秘匿化の場合の模
倣コストも高くなるので,図表7から図表5に移行し,フォロワーは模倣しない,イノベーター
は非特許イヒを選択する確率が高くなるのである｡
次に,発明の複雑度について考えてみる｡
今,発明の複雑度は本論の理論モデル中において (1)模倣コス ト (特に秘匿化の場合の模倣コス
ト),(2)模倣を発見できる確率といった2つの要素に影響を及ぼすと考えられる｡すなわち,
模倣を発見できる確率を,他社 (イノベーター またはフォロワー)を問わず同業他社が市場投入した
製品をリバースエンジニアリングすることによって利用している発明を特定化できる確率として
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みることが可能である｡そのため,発明が複雑であればあるほど,フォロワーがイノベーターの
製品をリバースエンジニアリングして発明を特定化できないため,秘匿化の場合の模倣コストは
以下のようになる｡
秘匿化の場合の模倣コスト-/(模倣を発見できる確率)-模倣コスト差分-/(模倣を発見で
きる確率),∂模倣コスト差分/∂模倣を発見できる確率<0
となる｡
つまり,フォロワーの模倣コストは,イノベーターが特許化を選ぼうが,秘匿化を選ぼうが技
術的複雑度に依存する｡しかし,イノベーターが特許化を選択した場合,フォロワーはリバース
エンジニアリングだけではなく,公報からもイノベーターの発明を特定化できる｡他方で,イノ
ベーターが秘匿化を選択した場合,フォロワーはイノベーターの製品のリバースエンジニアリン
グからのみしかイノベーターの発明を特定化できない｡したがって,秘匿化の場合の模倣コスト
のみがフォロワーがイノベーターの製品をリバースエンジニアリングして発明を特定化できる確
率 (つまり,模倣を発見できる確率)に依存すると考え,その差分 (模倣コスト差分)も模倣を発見で
きる確率に依存すると考える｡そして,模倣を発見できる確率が高くなるほど,イノベーターが
秘匿化を選択した場合にかかるフォロワーの模倣コストが小さくなり,イノベーターが特許化を
選択した場合にかかるフォロワーの模倣コストに近づくと予想され,模倣コスト差分は小さくな
ると考えられる｡
そのように考えると,発明が複雑であるほど,以下の式が成立すると考えられる｡
∂模倣を発見できる確率/∂発明の複雑度<o (*)式
したがって,
∂模倣コスト差分/∂模倣を発見できる確率×∂模倣を発見できる確率/∂発明の複雑度-∂
模倣コスト差分/∂発明の複雑度>o
となる｡
また,先述のように,発明の複雑度は直接,2つ目の要素である模倣を発見できる確率 (p)
に関連する｡すなわち,発明の複雑度が高くなるほど,模倣を発見できる確率 (p)が小さくな
るO また,模倣する開催- (1-9)7lLであるため,少の構成要素である模倣を発見できる確率
が小さくなるほど,模倣する開催は大きくなる｡
すなわち,
∂模倣する開催/∂模倣を発見できる確率<0
であり,また,(*)式より
∂模倣を発見できる確率/∂発明の複雑度<0
なので,
∂模倣する開催/∂模倣を発見できる確率×∂模倣を発見できる確率/∂発明の複雑度-∂模
倣する開催/∂発明の複雑度>0
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纏めると,発明の複雑度が高まると,模倣する開催も上昇し同時に秘匿化の場合の模倣コスト
も高くなるので,図表7から図表5に移行し,フォロワーは模倣しない,イノベーターは非特許
化を選択する確率が高くなるのである｡
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から｣と回答している｡
3 ここでいうリーダーとは研究開発に成功しイノベーションを第1番目になしたものをさし,フォロワー
とはそれを模倣する (imtate)か,複製する (duplicate)かで対抗しようとしている企業である.
4 本稿では分析簡略化のため,模倣を阻止できる確率は特許権による保護の場合でも秘匿化による保護の
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がでてくるため,該当箇所を参照されたい｡
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6 仮説内で出てくる ｢企業｣とは,理論モデルにおける ｢イノベーター｣をさしている｡
7 日本経済新聞2007年3月5日朝刊では ｢光触媒技術で強みを発揮するTOTOは ｢画期的な開発｣ほど
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8 たとえば,TaylorandSilberston(1973)がある｡
9 本稿では,十分に記述統計を検討できなかった｡今後の研究課題とする｡
10 データの詳細はGotoandMotohashi(2007)を参照されたい｡
11 財団法人知的財産研究所が提供する 『ⅠIPパテントデータベース』には,｢発明の名称｣といったデー
タが提供されていない｡したがって,EPOが提供する FEPO Worldwide PatentStatiStiCal Database
(Apri12010edition)jの ｢title｣から,lmethod/processlxlfor/of/onixf何か‡及び 何 か‡×tmethod/
processiといった単語の組み合わせを含む特許発明をプロセスイノベーションとして識別した｡このよ
うな単語の組み合わせパターンは,プロセスイノベーションだと思われる特許発明の公報を特許電子図書
館で目視し,その英訳 (PatentAbstracりapan)で確認して発見したパターンである｡また,両データベー
スの利用について,ここに感謝の意を表したい｡前者のデータの詳細はGotoandMotohashi(2007)を
参照されたい｡
12 発明の複雑度のいま1つの指標として,1製品あたり産業別平均特許件数が考えられる｡1製品あたり
産業別平均特許件数といった指標は,発明自身の複雑度というよりむしろ製品自身の複雑度を示すかもし
れない｡しかし,このような指標を利用したとしても理論モデル上,製品からリバースエンジニアリング
で発明を特定化できない確率を低下させるため,発明の複雑度上昇と同じ効果を持つと考えられ,期待さ
れる符号は正である｡
13 長岡 ･中村 ･真保 (2010)によれば特許庁における審査期間の長さは通常,発明の複雑度を示すとして
いる｡
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14 ここでいうアジアとは,外務省の定義するアジア (インド,インドネシア,カンボジア,シンガポー
ル,スリランカ,タイ,韓国,中国,ネパール,パキスタン,バングラデシュ,東ティモール,ブータ
ン,フィリピン,ブルネイ,ベ トナム,マレーシア,ミャンマー,モルディブ,モンゴル,ラオス)と台
湾,香港 (中国),マカオ (中国)をさすohtゆ://ⅥW .mofa.go.jp/mofaj/area/asia.htmlを参照｡
15 真保 ･中村 ･長岡 (2010)によれば特許庁における審査期間の長さは通常,発明の複雑度を示すとして
いる｡
16 (5)式及び (6)式のクロスセクション分析においてプロセスイノベーション関連度 (PATSTAT)の係
数が統計的に有意ではなく,(7)式～ (9)式のパネル分析においてプロセスイノベーション関連度
(pAlSTAT)の係数が統計的に有意である事実より,この指標はクロスセクション分析では不正確な変数
で,パネル分析ではプロセスに拘わる発明の増加を正確にキャプチャーできているのを示している事実か
もしれない｡
17 実際に既存研究ではそのような指摘をしている (ArundelandKabla(1998)やAroraetal.(2008)な
ど)0
参考文献
後藤晃 ･永田晃也 (1997)｢イノベーションの専有可能性と技術機会-サーベイデータによる日米比較研
究-｣『NISTEPREPORT』No.48,科学技術政策研究所｡
特許庁 (2006)｢先使用権の円滑な活用に向けて一戦略的なノウハウ管理のために-｣
長岡貞男 ･塚田尚稔 (2007)｢発明者から見た日本のイノベーション過程 :RIfTI発明者サーベイの結果概
要｣RIETIDiscussionPaperSeries071-0460
日本経済新聞 (2007)｢危ういぞ科学技術立国 (4) 特許出願,かえって知財流出｣2007年3月5日朝刊｡
科学技術庁科学技術政策研究所 (2000)｢サーベイデータによるイノベーション･プロセスの研究｣科学技
術庁科学技術政策研究所｡
真保智行 ･中村健太 ･長岡貞男 (2010)｢特許の審判及び異議申立に関する経済学的分析｣『平成21年度我
が国の持続的な経済成長にむけた企業等の出願行動等に関する調査報告書』｡
文部科学省科学技術政策研究所 (2004)｢全国イノベーション調査統計報告｣文部科学省科学技術政策研究
所｡
山田節夫 (2010)｢企業等の特許出願行動に関する統計学的分析｣『平成 21年度我が国の持続的な経済成長
にむけた企業等の出願行動等に関する調査報告書』｡
山田節夫 ･石井康之 (2009)｢パテントプレミアムの計測による特許制度の経済的評価｣『我が国における産
業財産権等の出願動向等に関する調査』pp.179-190｡
Arora,A,M.Ceccahnoli,andW_M.Cohen(2008)'R&DandthePatentPremium"IntemationalJournalof
Industria10ygam'zation26,115311179.
Amndel,An仇onyandlsabeleKabla(1998)W`hatpercentageofinnovationsarepatented?empiricalesti一
matesforEuropeanfirmS,"ResearchPolicy,Vol.27,pp.1271141.
M.Barros,Hemique(2008)LTheinteractionbetweenpatentsandotherappropriabilitymechanisms:firm-
levelevidencefromUKmanufacturing",InsperWwkingPaperWPE:112/2008.
Brouwer,ErikandAlfredmeinknecht(1999)"Innovativeoutput,anda丘rm'spropensitytopatent.An explo-
rationofCISmicrodata,"ResearchPolicy,Vol.28,pp.6151624.
Cohen,W.M.,R.R Nelson,andJ.P.Walsh(2000)"ProtectingTheirIntelectualAssets:Appropriabilib,
ConditionsandWh yU.S.ManufacturingFirmsPatent(orNot),"NBERWorkingPapern0.7552.
Goto,AkraandKazuyukiMotohashi(2007)"constructionofaJapanesePatentDatabaseanda五rstlookat
Japanesepatentingactivites,"ResewchPolicy,Volume36,Issueg,November2007,Pages143111442.
Horstmann,Ignatius,GlennM.MacDonaldandAlanSlivnski(1985)"PatentsasInformationTransfer
Mechanisms:ToPatentor(Maybe)NottoPatent,"JoumalofPoliticalEconomy,vol.93,no.5,pp.
44 商 経 論 叢 第47巻第1号 (2011.9)
837-858.
Hussinger,K.(2006)"IsSilenceGolden?PatentsversusSecrecyattheFim Level"EconomicsofInnovation
andNewTechnology,15(8),pp.7351752,
Jaffe,A,ManuelTrajtenberg,andM.Fogarty(2000) v`meMeaningofPatentCitations:Reportofthe
NBER/CaseWesternReserveSurveyofPatentees,"NBERWorkingPaper7631.
LeVin,RC.,A.KKevorick,RR.Nelson,andS.G.Winter(1987)"AppropriatingtheReturnSfromIndus-
trialResearchandDevelopment,"BlookingPape7SOnEconomicActivity3,pp.783-831.
Taylor,C.T.andZ.A.Silberston(1973)771eEconomicImpactofthePatentSystem:aStudyoftheBritishEx-
Perience,CambridgeUniversityPress.
Scherer,F.M.(1965)"Firm size,marketstructure,opportunity,andtheoutputofpatentedinventions"
AmericanEcononimicReview,pp.1097-1125.
Zaby,AlexandraK.(2010)"LosingtheIJead:¶lePatentingDecisionintheLightoftheDisclosureRequire-
ment",EconomicsofInnovationandNewTechnology,Volume19,issue2,pp.147-164.
